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エッセイ

「想定外」の津波と避難
河田惠昭

　2012 年 3 月 31 日の午後，内閣府は東海・東南
海・南海地震と津波に対する新しいモデルに基づく
想定結果を発表した．新しい震源モデルは，モーメ
ント・マグニチュードMが 9.0，波源を考慮すれば
9.1 となる巨大地震である．そして，震度 7に見舞
われる自治体の数も多くなり，津波も 30 mを超え
る地域が出現する結果となった．しかも，震源モデ
ルが拡大した結果，津波の第一波が数分以内に来襲
する地域が出現するだけでなく，津波はん濫で水没
することが心配な大阪市街地では，第一波の到達時
間が従来のM 8.4 のときの約 2時間が半減する場合
さえ出ている．
　このような結果の発表直後から，メディア各社か
らの取材依頼が殺到した．とくに記者諸氏の関心
は，地震後すぐに来襲する巨大津波からどのように
していのちを守ればよいのか，ということである．
でも残念ながら妙案がすぐにあるわけはない．だか
ら，従来想定していた津波についての対策を継続し
て実施することが大切なのである．しかも，津波の
高さが二倍になったからといって死者数が二倍にな
るわけではなく，津波の高さが 4 mを超えると，死
亡率の上限値はほぼ一定となっている．
　東日本大震災では，来襲した津波のはん濫水深が
約 4 mで，地震時に居たと推定される住民の 58%が
死亡した地区が存在する．しかも，犠牲者 93 人中，
屋内で 87 人も亡くなっている．最大の犠牲は 80 歳
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台の高齢者で，36 人にも及び，70 歳台，60 歳台と続く．この震災では，い
ろいろな機関が被災者の避難に関する調査をしているが，いずれの結果も住
民の約 40%はすぐに避難しなかったことがわかっている．これだけ避難し
ないのであれば，死亡率の大きさは，津波高さに依存せず，4 mを超えれば，
それ以上高くなっても死亡率はあまり変わらなくなるだろう．
　それほどに高齢者を中心として人びとは避難しないのである．彼らを説得
しているうちに犠牲になった消防団員や民生児童委員も多数居たと推察され
るが，なぜ住民は逃げないのであろう．逃げない理由は，津波警報の精度や
避難勧告の発令時間が大きな問題ではない．むしろ，高齢になればなるほど
家を離れたくないという意思が強く働くようである．それに打ち克って避難
行動に移るには，「命の尊さ」や「生きることの大切さ」をまず日ごろから
の行動規範にしておくことが重要であろう．そして，それを行動規範とする
ためには，仮に一緒に住んでいなくても，電話や手紙などを通しての子供や
孫からの日ごろからの暖かい言葉で示される親子の情の深さや，世間話を交
わす近所の住民間の暖かい連帯感も必要であろう．情報とは「情に報いる」
からこそ効果を発揮するのだ．こころのこもった親子，親せき，友人，近所
の人，職場の人間関係こそが「絆」の原資であり，東日本大震災はその大切
さを教えてくれた．
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1．　は じ め に

　2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分，我が国観測史上
最大となるマグニチュード（M）9.0 の東北沖地
震が発生した．地震はおよそ 3 分間継続し，プ
レート境界に沿って長さ約 500 km，幅約 200 km
にも及ぶ広大な領域を破壊した．東北日本弧東方
沖のプレート境界のうち，おおよそ 2/3 に当たる
広い領域が破壊したことになる．この地震の発生
により，日本列島全域が強い揺れに見舞われ，さ
らに数十分後には，この地震が引き起こした巨大
な津波が東日本の太平洋沿岸各地に押し寄せ，未
曾有の大災害をもたらした．地震調査研究推進本
部の長期評価では，このような超巨大地震の発生
は予測されていなかった．従って，何故このよう
な超巨大地震が，この地域のプレート境界で発生
したかを理解することは，地震災害軽減の上でと
りわけ重要である．しかしながら，地震発生から
1 年が経過した現時点においても，その原因が特
定されたわけではない．本稿では，この超巨大地
震が何故発生したか，そして何故予測できなかっ
たかについて，できる範囲で解説を試みる．

2．　どう予測されていたか ?

　地震調査研究推進本部は，過去の地震発生履歴
のデータを基に，全国を対象として地震発生の長
期予測を行ってきた．図 1 に，地震調査研究推進
本部による長期予測の結果を示す．2011 年 1 月 1
日時点において，今後 30 年間の地震発生確率を
示したもので，東北日本弧東方沖の領域では，三
陸沖北部で M 8.0 程度の地震が 0.5-10%，宮城県
沖で M 7.5 程度の地震が 99%，その海溝側の宮城
県はるか沖（三陸沖南部海溝寄り）で M 7.7 程度

の地震が 80-90%，これら 2 つの想定震源域が連
動して破壊した場合は M 8.0 程度，福島県沖で M 
7.4 程度の地震が 7% 程度以下，茨城県沖で M 6.7-
M 7.2 程度の地震が 90% 程度以上，三陸沖から房
総沖の海溝寄りで M 8.2 程度の地震が 20% 程度
と予測していた．
　宮城県沖では， 1793 年 M 8.2 程度， 1835 年 M 7.3
程度，1861 年 M 7.4 程度，1897 年 M 7.4，1936 年

東北沖地震は何故予測できなかったか

長谷川　昭

図 1　 東日本の主な海溝型地震の長期評価結果（地
震調査研究推進本部，http://www.jishin.go.
jp/main/index-e.html）．今後 30 年以内に発
生する確率を示す．
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M 7.5，1978 年 M 7.4 と，おおよそ 37 年間隔で M 
7.5 程度の地震が繰り返して発生してきたので，
今後 30 年間の発生確率が 99% と極めて高い値と
なる．また上記の地震のうちで，1793 年の地震は，
宮城県沖とその海溝側の宮城県はるか沖が連動し
て発生したと解釈して，これら 2 つの想定震源域
が連動して破壊した場合，M 8.0 程度の地震とな
ると評価した．このように，宮城県沖および宮城
県はるか沖の震源域で発生する地震の確率が極め
て高いと予測され，地震調査研究推進本部でも，
宮城県沖地震の重点的調査研究を推進してきたと
ころである．
　予測された地震の規模については，宮城県沖お
よび宮城県はるか沖の想定震源域が連動した場合
で M 8.0 程度，三陸沖から房総沖の海溝寄りの想
定震源域では，プレート境界の津波地震で M 8.2
前後，アウターライズの正断層型地震で M 8.2 前
後と，大きくてもせいぜい M 8.2 前後であり，
M 9 の地震の発生は予測されていなかった．
　なお，2003 年 5 月 26 日に，北海道南方沖のプ
レート境界で M 8.0 の十勝沖地震が発生したが，
地震調査研究推進本部では，この地震発生の直前
に長期予測を公表していた．それによると，M 8
程度の地震の発生が予測され，30 年確率で 60%
と非常に高い値であった．そして予測通りに，
M 8.0 の 2003 年十勝沖地震が発生した．この地震
は，1952 年十勝沖地震（M 8.1）の震源域で再び
発生したもので，すべり量の大きな領域は，これ
ら 2 つの地震でほぼ重なっており（Yamanaka 
and Kikuchi, 2003），アスペリティモデルを支持
する観測事実としても，しばしば取り上げられて
きた．

3．　予測とどう違っていたか ?

　そのような中で，東北沖地震が発生した．震源，
すなわち破壊の開始点は，高い確率で発生が予測
されていた宮城県はるか沖（三陸沖南部海溝寄
り）であったものの，破壊はそこだけに止まらず，
長さ約 500 km，幅約 200 km の広い領域に及ん
だ．図 2 に，本震と余震の震央分布を示す．図か

ら，余震域は，岩手県沖，宮城県沖，宮城県はる
か沖（三陸沖南部海溝寄り），福島県沖，茨城県
沖，三陸沖から房総沖の海溝寄りの 6 つの想定震
源域に及んでいることがわかる．
　東北沖地震については，多くの研究者により，
遠地広帯域地震波形，近地強震波形，測地データ，
あるいは津波データのインバージョン解析や，そ
れらの同時インバージョン解析が行われてきた．
その結果，多数のすべりモデルが提案されてい
る．（なお，本誌 52 号に，八木（2011）によって
それらが詳しく紹介されているので，詳細はそち
らを参照されたい．）
　得られたすべりモデルは，すべりの空間分布の
特徴から，本震すなわち破壊開始点付近に最大す
べりがあるものと，海溝軸付近のプレート境界浅
部に最大すべりが分布するものとの 2 つに大別さ
れる．ただし，宮城県沖の海溝軸付近に設置され
ていた海底地殻変動観測点のデータは，東南東方
向に 24 m あるいは 31 m と極めて大きな変位を
示す（Sato et al., 2011 ; Kido et al., 2011）．これ
は，海溝軸付近のプレート境界浅部に大きなすべ
りがあったことを示している．さらに，東北沖地
震に伴って上盤プレート内の応力場が変化し，地
震後は海溝軸に近い領域でも，プレートの収束方
向（東南東-西北西方向）に最小主応力（σ3）軸
が向く応力場になったことが，中小地震のメカニ
ズム解を用いた応力テンソル解析から明らかに
なった（Hasegawa et al.，2012）．この観測事実も，
海溝軸付近のプレート境界浅部に最大すべりがあ
るモデルを支持する．
　図 3 には，陸上の GPS データと海底地殻変動
データの両方を用いて推定されたすべり分布を示
す（Iinuma et al., 2012）．このモデルでは , 宮城
県沖の海溝軸付近のプレート境界浅部で最大すべ
りがあり，その最大値は 80 m にも達する．最大
値が本当に 80 m に達するかどうかはまだ検討の
余地はあるものの，既に述べたように海底地殻変
動データや応力場の変化からも最大すべりは海溝
軸に近い浅いプレート境界で生じたと考えられ，
そのすべり量が少なくとも 50 m は超える大きな
すべりであったと推定される．また，すべり域の
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拡がりは，すべり量が 5 m 以上の領域だけでも
450 km×200 km の広範囲に及び，余震域の拡が
りからもみられたように（図 2），東北沖地震は，
岩手県沖，宮城県沖，宮城県はるか沖（三陸沖南
部海溝寄り），福島県沖，茨城県沖，三陸沖から
房総沖の海溝寄りの 6 つの想定震源域が連動して
破壊した地震であることがわかる．すなわち，高
い発生確率で予測されていた宮城県沖，宮城県は
るか沖（三陸沖南部海溝寄り）が予測通りにす
べったものの，破壊はそれだけに止まらず，予測
をはるかに超えた広い領域に及び，かつ，固着し
ているとは予測していなかった海溝軸付近のプ
レート境界浅部で極めて大きな最大すべりが生
じ，結果として M 9.0 の超巨大地震となった．

4．　何故M 9 になったか ?

　これは，東北沖地震の発生から 1 年が経過した

現在に至っても，依然としてわかっているわけで
はない．ただし，少なくとも言えることは，図 3
にもみられるように，東北沖地震では，普段安定
すべりを起こしていると考えられていたアスペリ
ティの外側の領域（非アスペリティ領域）でも，
大きな動的すべり（地震すべり）が生じたという
ことである．
　2 つの物質が接触していると，接触面に沿って
摩擦力が働く．接触面に沿ってすべり始めると，
摩擦係数は静止摩擦係数から動摩擦係数に変わ
る．近年の室内実験に基づく研究により，摩擦係
数はすべり速度と過去のすべり履歴に依存するこ
とが明らかになってきた．そして，すべり速度と
すべり履歴に依存した速度-状態依存摩擦構成則
が提案され，それに基づいて，地震現象を断層面
に沿う摩擦すべりとして表現することが試みられ
るようになった（Dieterich, 1979 ; Ruina, 1983）．
　図 4 に，摩擦係数がすべり速度に依存する様子

図 2　東北沖地震の前震・本震・余震の震央分布．本震を大きい丸で示す．地震調査研究推進本部の長期評
価による想定震源域（図 1）を薄い実線で囲んで示す．太平洋沿岸付近を通る実線はプレート境界地
震の深さの下限を，茨城県沖から千葉県沖を通る実線は太平洋プレートと接するフィリピン海プレー
トの北東縁を（Uchida et al., 2009），それぞれ示す．
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を模式的に示す．図 4（a）に示すように断層面
に沿うすべり速度が V1 から V2 に上昇すると，
図 4（b），（c）に示すように摩擦係数も一旦上昇
する．その後，減少し，図 4（c）に示すように，
最終的に前よりも大きな値になる（すべり速度強
化）場合は，動的なすべりに移行せずにずるずる
とすべる安定すべりが生じる．一方，図 4（b）
のように，最終的に前よりも小さな値になる（す
べり速度弱化）場合，すべり速度が速くなればな
るほど摩擦係数が小さくなるということであり，
動的なすべり，すなわち地震すべりが生じること
になる．つまり，摩擦パラメターが図 4（b）の
ような値（a－b が負）を持つ接触面では地震性

すべり（不安定すべり）が生じ，摩擦パラメター
が図 4（c）のような値（a－b が正）を持つ接触
面では安定すべりが生じる．普段は固着していて
地震時に動的にすべるアスペリティは a－b が負

（すべり速度弱化）の領域であり，一方，安定す
べりを起こす非アスペリティ領域は a－b が正

（すべり速度強化）の領域ということになる．ア
スペリティモデルはもともと金森ら（Kanamori, 
1981 ; Lay and Kanamori, 1981）によって提唱さ
れたものであるが，後に Scholz（1990）や Boat-
wright and Cocco（1996）により，この速度-状
態依存摩擦構成則を用いて上記のような解釈が与
えられた．なお，動的すべりに移行するのに必要
なすべり量（図 4 で L）は臨界すべり量と呼ばれ，
以下にみるように，これも断層面に沿う摩擦すべ
りの振る舞いを規定する重要なパラメターの 1 つ
である．
　東北沖地震の発生後，何人かの研究者が，室内
実験で得られたこの速度-状態依存摩擦構成則を
用いた数値シミュレーションにより，東北沖地震

図 3　 東北沖地震によるすべり量分布と過去の大
地震のすべり量分布．東北沖地震のすべり
量分布（Iinuma et al., 2012）を濃い実線で，
過去の大地震のすべり量分布（Yamanaka 
and Kikuchi, 2004 ; 室谷・他，2003）を薄い
実線で示す．

図 4　 速度-状態依存摩擦構成則の例とすべり速度
変化に対する摩擦の振る舞い（平澤，1999）．
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のような超巨大地震の再現を試みた．例えば，
Kato and Yoshida（2011）は，プレート境界浅部
では，その中に含まれる流体が深部に較べて地表

（海底）に抜け易く間隙流体圧が相対的に低いと
想定される，従って有効法線応力が高く，結果と
して固着が強くなることが期待されると考えた．
このような考え方に基づいて構築された，海溝軸
付近のプレート境界浅部に強いアスペリティが存
在する彼らのモデルは，浅部の強いアスペリティ
が深部の弱いアスペリティと連動して数百年に一
度発生する超巨大地震，すなわち東北沖地震を再
現することができる．
　Hori and Miyazaki（2011）は，東北沖地震の
震源域全体がすべり速度弱化域であり，その中に
臨界すべり量が小さい領域が，臨界すべり量の非
常に大きな領域に囲まれてパッチ状に存在するよ
うな階層アスペリティモデルを提案した．このモ
デルでは，短い時間スケールでは臨界すべり量が
小さい領域だけが地震としてすべり，すなわちア
スペリティとして振る舞い，一方，長い時間ス
ケールでは周囲の臨界すべり量の非常に大きな領
域をも巻き込んで全体がすべる，すなわち東北沖
地震のような超巨大地震の発生である．このモデ
ルによれば，非アスペリティ領域と推定していた
領域も実はすべり速度弱化域であり，我々は，単
に短い時間スケールで臨界すべり量の小さい領域
の振る舞いのみに注目していたことになる．
　地震時のすべりによって摩擦熱が発生するの
で，プレート境界層中に流体が含まれていれば，
それが膨張して間隙流体圧が上昇し，結果として
摩擦強度が低下する．Mitsui and Iio（2011）は，
東北沖地震では，この効果（thermal pressuriza-
tion）によりプレート境界で極端な摩擦強度の低
下が起こり，結果として大きなすべりを生じさせ
たとした．実際，Yagi and Fukahata（2011）が
指摘しているように，海溝軸近傍のプレート境界
浅部ですべりが長時間継続すれば，摩擦強度の極
端な低下が起こると期待され，その結果，大きな
すべりが生じると推定される．
　Shibazaki et al.（2011）は，すべり速度が低速
のうちはすべり速度強化の性質を示していても，

すべり速度がある critical な値を超えると ther-
mal pressurization などにより一転してすべり速
度弱化に変わるという，最近の摩擦構成則の研究
結果に基づいて，3 次元のプレート境界モデルを
構築し，東北沖地震の再現に成功した．用いたモ
デルでは，図 5（a）に示すように，低-中すべり
速度ですべり速度弱化を起こすアスペリティが，
同じく低-中すべり速度ですべり速度強化を起こ
す非アスペリティ領域に囲まれて存在する．ただ
し，図 5（b）に示すように，高すべり速度では，
どちらの領域もすべり速度弱化の性質を持つ．シ
ミュレーションの結果は，図 5（c）,（d）にみら
れるように，アスペリティ領域が数十年に一度の
割合ですべり，M 7-8 程度の地震を発生させるが，
ひずみはそれだけでは完全には解放されず，やが
て，すべり速度がある critical な値を超えて極端
なすべり速度弱化を起こし，アスペリティ領域も
非アスペリティ領域も連動して，結果として広域
にわたって大きな地震すべりを生じさせる．それ
により溜っていたひずみはほぼ完全に解放され
る．図 5（c），（d）にみられるおよそ 900 年に一
度の超巨大地震の発生である．東北沖地震の発生
により，ひずみ（応力）が殆ど解放されたことは，
本震前後の地震のメカニズム解を用いた応力解析
からも明らかになっている（Hasegawa et al., 
2011）．
　以上のように，東北沖地震でみられた非アスペ
リティ領域での大きな動的すべりの発生は，室内
実験で得られた速度-状態依存摩擦構成則を用い
て再現することが，どうやら可能なようである．
その意味で，東北沖地震のような超巨大地震も含
めて，地震は，摩擦構成測に則して振る舞う，断
層面に沿う摩擦すべりであると言えよう．ただ
し，現実のプレート境界で摩擦パラメターがどの
ような値なのか，私達は情報を持っていないの
で，上記のうち，どのモデルが妥当であるか，あ
るいは他に妥当なモデルが存在するのか，現時点
では決着はつけられない．いずれにしても，この
地域では，数十～百数十年程度の間隔で繰り返す
M 7-M 8 程度の地震だけでは，プレート境界のす
べり遅れを全て解消することができず，500 年～
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1000 年程度の間隔で東北沖地震のような超巨大
地震が発生することによって，それを解消すると
考えられる．

5．　何故予測できなかったか ?

　残念ながら，それが現在の地震学の実力である
と言えよう．その直接の原因として，第一に，現

在の長期予測が，高々過去 100 年～200 年程度と
いう，地震発生サイクルからみたら余りにも短い
期間の地震発生履歴データに基づいていること
が，まずあげられる．計器観測はおよそ 100 年間
程度であり，今回の東北沖地震のような超巨大地
震が 500 年～1000 年程度に 1 回の割合で発生す
るのであれば，基にしている地震発生履歴データ
があまりにも不完全であったと言わざるを得な

図 5　3D モデルを用いた摩擦構成則に基づく東北沖地震のシミュレーション（Shibazaki et al., 2011）．（a）
プレート境界に沿うアスペリティの分布．アスペリティを実線で囲んで示す．破線のコンターはプレー
トの深さ分布を示す．（b）用いたすべり速度に依存する摩擦係数．低-中すべり速度では，アスペリティ

（破線）はすべり速度弱化を，周囲の非アスペリティ領域（実線）はすべり速度強化特性を持つが，高
すべり速度では，どちらの領域もすべり速度弱化の特性を持つ．（c）図（a）に示した P1, P2, P3, P4 の
位置におけるすべりの時間発展．（d）図（a）に示した P5, P6, P7 の位置におけるすべりの時間発展．



東北沖地震は何故予測できなかったか── 7

い．第二に，海域での観測データ，特に地殻変動
観測データが決定的に不足していたことがあげら
れる．既に述べたように，今回の東北沖地震では，
海溝軸近傍のプレート境界浅部で極めて大きなす
べりが生じたが，そこでのプレート間カップリン
グの状況は，陸上の GPS データからだけでは全
く検出できない．プレート境界浅部は，陸からは
遠過ぎて固着状況推定の解像度がないからである．
　海底地殻変動データの重要性，地震発生履歴
データの期間を格段に伸ばすことの重要性を，私
達は，東北沖地震発生前に充分に認識していた．
地震調査研究推進本部では，海底地殻変動観測手
法の開発，津波堆積物調査のための研究プロジェ
クトを早い段階で立ち上げて研究の推進を図って
きた．その成果が得られ始めた（例えば，澤井・

他，2007 ; 穴倉・他，2007 ; 佐竹・他，2008 ; 佐
藤・他，2008）ばかりの段階で今回の東北沖地震
が発生し，結果として間に合わず，M 9 の推定ま
でには至らなかった．東北沖地震の発生までに，
もう少し時間的猶予があったならば，と誠に残念
な思いである．
　ただし，東北沖地震前に何のヒントもなかった
わけではない．図 6 に示すように，GPS データ
のバックスリップインバージョンにより，プレー
ト間カップリングの大きい領域が宮城県沖から福
島県沖にかけて広く分布することが明らかになっ
ていた（例えば，Suwa et al., 2006）．宮城県沖地
震重点的調査研究のプロジェクトで系統的に行わ
れてきた津波堆積物調査により，869 年貞観地震
の震源断層モデルも構築されるまでに至った（佐
竹・他，2008）．図 6 の四角で囲んだ領域が，津
波シミュレーションとの比較から推定された，プ
レート境界に沿う震源断層であり，マグニチュー
ドも 8.4 と見積もられた．GPS から推定されたプ
レート間カップリングの大きい領域と見事に一致
することがわかる．この結果が得られたことか
ら，私達は，この程度の規模の地震が宮城県沖か
ら福島県沖のプレート境界で発生することはある
だろうと思うようになった．東北沖地震発生直前
になって，ここまでたどり着いたと言えよう．し
かし，M 9 に届くほどの超巨大地震の発生までは
想定できなかった．
　その理由として，古いプレートの沈み込み帯で
は超巨大地震は起こらないという 1970 年代に提
唱されたモデル（Uyeda and Kanamori, 1979 ; 
Ruff  and Kanamori, 1980）が定説化し，そのよう
に思い込んでしまったということもあろう．言わ
ば，一種の思考停止状態であった．実は，M 9.2
の 2004 年スマトラ沖地震の発生後，それまでの
データは必ずしもこのモデルを支持しないという
研究結果が出されていた（Stein and Okal, 2007 ; 
McCaff rey, 2007）のにである．Kanamori et al. 

（2006）は，宮城県沖から福島県沖のすべり遅れ
を解消するため，いずれはゆっくりすべりイベン
トか，あるいは大地震が発生する可能性を指摘し
ていた．私達は，上記の津波堆積物調査の結果が

図 6　 プレート境界の固着の分布と 869 年貞観地
震の震源モデル．GPS データ（1997 年-2002
年）から推定されたバックスリップの分布

（Suwa et al., 2006）をコンター（2 cm 間隔）
と白黒の濃淡で示す．津波堆積物の分布と津
波シミュレーションとの比較から推定され
た 869 年貞観地震の震源モデル（佐竹・他，
2008）を四角で示す．実線で囲んだ領域は，
2002 年時点で未破壊のアスペリティ．
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得られてからは，後者の可能性として，貞観地震
の再来を念頭に置いてはいた．しかし，その発生
が切迫していると，それほど深刻には考えていな
かった．今思うと，もう少し慎重に検討しておく
べきであったと反省している．そもそも地震学で
は，推定に使える情報が不完全・不十分なのは，
ある意味で宿命的なことであり，不完全・不十分
な情報をつなぎ合わせ，想像力を駆使して如何に
適切に推定していくかは常に心すべきことである
から．
　ただし，如何に慎重に検討していたとしても，
今回の東北沖地震の発生前に，この地域に M 9
の超巨大地震が近い将来に発生することを，的確
に予測できただろうとまでは思わない．そこまで
に達するには，まだ情報量も足りず，また私達の
理解の程度も不足していたからである．情報量を
格段に増やし，理解を格段に深めることが，今求
められている．
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首都直下の地震は切迫しているか？

　首都圏の直下には 2つのプレートが沈み込
み，複雑な地震活動を起こしている（図 1）．
これらのうちで最大規模の地震は，1923 年関
東地震や 1703 年元禄地震に代表される，相模
湾を震源とするM 8 級の海溝型地震だが，こ
の型の地震は 200～400 年の周期で繰り返すと
され，関東地震から 90 年弱しか経っていない
現時点では，さほど差し迫っていないと考えら
れている．
　一方，首都圏を襲う地震には，ひとまわり小
さいM 7 級だが甚大な被害をもたらすタイプ
がある．もっとも有名な例は 1万名近い死者を
出したと言われる 1855 年（安政）江戸地震で
あり，このようなM 7 級地震の発生にはある
程度の切迫性があるとされている．
　人々の高い関心を集め，その発生が恐れられ
ている「首都直下の地震」に関しては，2つの
政府発表がなされている．ひとつは中央防災会
議がまとめた「首都直下の地震による被害想
定」であり，もうひとつは地震調査研究推進本
部が公表した「南関東で発生するM 7 程度の
地震の発生確率」である．この 2つの内容は似
て非なるところがあるのだが，混同されて解釈
されるケースがあまりに多い．
　
⑴　東京湾北部地震
　中央防災会議（2005）は，首都直下地震対策
専門調査会において，首都直下で発生する様々
なM 7 級地震を対象に被害想定を行った．
　検討された地震モデルは，図 2に示すよう
に，M 7.3 のプレート境界型 3例，M 7 級の活
断層型 5例，および首都圏のどこでも発生し得

るM 6.9 の浅発直下型 10 例の，計 18 例であ
る．プレート境界型の 3例は図 1のタイプ 2に
相当し，関東地震の深部延長部を震源としてい
るが，その他のモデルは図 1のタイプ 1である．
　これらの内，もっとも大きな被害が予想され
るためにマスコミでよく取り上げられるのが，
プレート境界型の「東京湾北部地震」である．
　風が強い冬の夕方という最悪条件下でこの地
震が発生した場合，死者 1万 1千人，負傷者
21 万人，家屋全壊 85 万棟，経済損失 112 兆円
という被害が予想されており，また 650 万人も
の帰宅困難者が生じるという．まさに，安政江
戸地震の再来といえよう．

⑵　30年以内に 70%
　一方，地震調査研究推進本部地震調査委員会
（2004）は，南関東地域で発生するM 7 級地震
の発生可能性を評価し，公表している．

図 2　首都直下で発生するM7級地震のモデル
（中央防災会議，2005）
（a）M 7.3 のプレート境界型地震
P1：東京湾北部，P2：多摩，P3：茨城県南部

（b）M 7 級の活断層型地震
F1：関東平野北西縁断層帯（M 7.2）
F2：立川断層帯（M 7.3）
F3：伊勢原断層帯（M 7.0）
F4：神縄・国府津-松田断層帯（M 7.5）
F5：三浦半島断層群（M 7.2）

（c）深さ 5 km，M 6.9 の直下型地震
①都心東部，②都心西部，③さいたま市，
④千葉市，⑤川崎市，⑥横浜市，⑦立川市，
⑧羽田空港，⑨成田空港，⑩市原コンビナート

図 1　首都直下の地震の発生様式（岡田，1992）
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　ここでいう「南関東地域のM 7 級地震」と
は，図 3の破線領域内の深さ 30～80 kmで発
生するM 6.7 以上の地震と定義されている．震
源の深さが信頼できる 1885 年以降 2004 年まで
の地震データで見ると，以下の 5件が該当する．

　1894/ 6/20 M 7.0 東京湾（明治東京地震）
死者 31

　1895/ 1/18 M 7.2 茨城県南部（霞ヶ浦）
死者 9

　1921/12/ 8 M 7.0 茨城県南部（龍ヶ崎）
小被害

　1922/ 4/26 M 6.8 浦賀水道 死者 2
　1987/12/27 M 6.7 千葉県東方沖 死者 2

　120 年間に 5つの地震が発生しているので，
その平均発生間隔は 24 年となる．ちなみに，
九十九里浜の直下で発生した 1987 年千葉県東
方沖地震から数えると今年は 25 年目である．
　この型の地震は平均発生間隔 24 年でランダ
ムに発生していると仮定してポアソン・モデル
を適用すると，このような地震が 30 年以内に
発生する確率は 70%という数字が出てくる．
　ただ，上記リストにある通り，「30 年内に
70%」の根拠となった 5つの地震の被害はいず
れも中程度であり，決して安政江戸地震や東京
湾北部地震のような巨大被害地震ではない．ま
た，5例の地震はいずれも沈み込んだプレート
内で発生しており（図 1のタイプ 3又は 5），
プレート境界型（タイプ 2）の東京湾北部地震
とはメカニズムが異なる．さらに，最初の 4例
は 1923 年関東地震発生前の 30 年間に集中して
おり，ランダム発生というには無理がある．
　それでも世の中では，中央防災会議の被害想
定結果と地震調査委員会の長期評価結果を安易
に結びつけ，「東京湾北部地震が今後 30 年以内
に 70%の確率で発生する」と受け取れるよう
な誤ったメッセージが発信され続けており，必
要以上に恐怖感を与えているように思われる．
　東京湾北部地震のイメージに近い実例は，最
近 400 年間の中で安政江戸地震の 1例しかな
い．数百年に 1度しか起きない地震と，24 年
ほどの短周期で繰り返される地震を同列に扱う
ことはおかしいが，それでも最悪の場合を考え
れば，次に起きる 24 年目の地震がたまたま数
百年ぶりの地震に合致するという確率はゼロで
はない．
　ただ，次にくる直下の地震は，上の 5例と同
様の中被害地震にとどまるという可能性の方
が，はるかに大きいだろう．

⑶　4年以内に 70%
　東北地方太平洋沖地震のもたらした大きな地
殻変動による歪変化で，南関東地域で発生する
中小地震の数は従来よりも数倍に高まったこと
が，東大地震研のグループより発表された．
　地震学の基礎的な統計則であるグーテンベル
グ・リヒター式によれば，小さな地震の発生数
が増えれば，大きな地震も同じ割合で増加す
る．これに余震数の減衰法則を組み合わせた
「余震の確率評価手法」を適用し，同グループ
は「首都圏でM 7 級の誘発地震が発生する確
率は今後 30 年で 98%，4年で 70%」との見解
を示した．
　乱暴に言えば，24 年に 1度というM 6.7 以上
の地震の発生頻度が，一時的に 4～5年に 1度
に高まったということである．いずれにせよ，
首都直下の地震は遅かれ早かれやってくるであ
ろう．しかし，前節で述べたとおり，次の直下
地震が巨大な被害地震となる可能性は，それほ
ど高くないのではないか．
 （岡田義光 : 防災科学技術研究所理事長）　
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1．　は じ め に

　大きい地震（本震）が起きた後には，それに引
き続いて余震とよばれる地震が多数発生すること
が知られている．こうした地震の中には，本震の
震源断層に沿って発生するもの（狭義の余震）ば
かりではなく，震源断層から離れた場所で発生す
るもの（広義の余震）もあることが知られている
が［例えば，宇津（1999）］，“余震”についての
広く共通な，かつ厳密な定義があるわけではな
い．このような広義の余震は研究者以外には馴染
み薄いものであった．しかしながら，2011 年 3
月 11 日の東北地方太平洋沖地震の発生後には震
源断層から遠く離れた場所も含めた各地で様々な
タイプの地震が多数発生し［たとえば，岡田
（2011）］，しかも被害が伴うような規模の地震も
複数あったことは皆様の記憶にも新しいであろう．
　このような広義の余震は，本震の発生による地
下における力のバランスの変化（応力変化）に
よって誘発された地震と考えられている．既にす
べる直前の状態にあった断層が，僅かな応力変化
による最後の一押しを受けて地震発生時期を早め
たという考え方である．このような考え方は，巨
大地震が中小規模の地震を誘発する場合にのみに
当てはまるものではなく，その逆も考えられう
る．我々は，2009 年 8 月に駿河湾でマグニチュー
ド（M）6.5 の地震が発生した後に，この地震が
想定東海地震のようなプレート間地震の発生にど
のような影響を及ぼすかを評価した．ここでは，
2010 年 7 月にNature Geoscience 誌に掲載され
たこの研究成果［Aoi et al.（2010）］について述
べる．

2．　2009 年駿河湾の地震

　2009 年 8 月 11 日 5 時 7 分に駿河湾を震源とす
るマグニチュード（M）6.5 の地震が発生し，最
大震度 6弱の強い揺れが観測された．また，同じ
駿河湾では 2011 年 8 月 1 日にもM 6.1 の地震が
発生した．2009 年の駿河湾の地震（以下，単に
駿河湾の地震）については，1名の死者と 300 人
を超える負傷者が出たのをはじめ［消防庁
（2010）］，東名高速道路の盛土部分が崩落するな
どの被害を生じた［国土交通省（2009）］．この大
きな被害もさることながら，この地震は，想定さ
れてきた東海地震（以下，想定東海地震）との関
連についても注目された．
　駿河湾から四国沖にかけての太平洋側では，
100～200 年間隔でM 8 級の巨大地震が繰り返し
発生し［図 1］［例えば，Ando（1975）］，大きな
被害をもたらしてきたことが知られている．この
領域では，フィリピン海プレートとよばれる海側
の岩盤が日本列島に向かって進行し，南海-駿河
トラフから陸側のプレートの下に沈み込んでい
る．これらのプレートどうしの境界（以下，プ
レート境界）は，普段は部分的に固着して（くっ
ついて）いるものの，沈み込みの進行にともなっ
てプレート境界面にかかる力が徐々に蓄積し，や
がてある強度を超えた時点でプレート間地震とし
て急激にすべることによってその力を解放する．
近年では，1944 年には紀伊半島沖から渥美半島
沖を震源域とする東南海地震が，1946 年には紀
伊半島から足摺岬沖を震源域とする南海地震が発
生してきたが，遠州灘から駿河湾にかけてはすべ
りが生じておらず，力が蓄積したままであると考

2009 年駿河湾の地震がプレート間地震の
発生に及ぼす影響

浅野陽一・青井　真・エネスク ボグダン・鈴木　亘・
小原一成・功刀　卓・汐見勝彦
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えられている．この場所でいつ発生してもおかし
くないと懸念されてきたのが想定東海地震であ
る．平成 13 年（2001 年）には，中央防災会議の
専門調査会において想定していた震源域について
の見直しが行われ，そこでの議論の結果，ナスの
ような形をした領域［図 1］を震源域と考えるの
が妥当であると判断されている［中央防災会議
（2001）］．駿河湾の地震は，このような状況の中
で発生した．この地震が想定東海地震の震源域内
で発生したことから，地震防災対策強化地域判定
会委員打ち合わせ会が臨時に開催されて想定東海
地震との関連が検討されるとともに，東海地震観
測情報が発表された（情報名称等は現在では変更
されている）［気象庁（2009a, b, c）］．この情報
の第 3報の中で気象庁は，M 6.5 の地震はフィリ
ピン海プレート内で発生した地震（プレート間地
震である想定東海地震とはタイプが異なる地震で
あり，スラブ内地震ともよばれる）であり，それ
に伴う地殻変動なども含めて想定東海地震の発生
に直接結びつくものではないとの判断を発表した．
　規模の大きな地震が発生した場合には，その地
震がどのような断層運動によって生じたのかを明
らかにするために，その地震の震源および発震機
構解や直後の余震分布をまず調べるのが定石であ
る．発震機構解とは，断層面とそれに直交する 2
つの面やそれらに働く食い違い力の向きなどを規
定する基本情報のことであり，各観測点で記録さ
れた地動の初動極性（最初に地面が上がったか下
がったか）から推定される初動解と，点震源を仮
定して長周期帯の記録波形を説明するように推定
されるモーメントテンソル（MT）解などがある．
駿河湾の地震については，防災科学技術研究所
（以下，防災科研）の高感度地震観測網（Hi-net）
による初動解は，東南東-西北西方向に張力軸，
北北東-南南西方向に圧縮軸を持つ横ずれ型で
あった．広帯域地震観測網（F-net）データに基
づくMT解についても，やや逆断層成分を含む
ものの，圧縮軸はやはり北北東-西南西方向であ
り，初動解と調和的であった．高角（急傾斜）の
断層面を示唆するこれらの発震機構解は，低角
（緩傾斜）で沈み込むフィリピン海プレートと陸

側のプレートとの境界で発生するプレート間地震
のそれとは大きく異なる．また，Hi-net による震
源の深さは約 21 km，F-net によるセントロイド
（長周期帯の記録波形を説明する点震源の位置）
の深さは 20 kmであった．この場所でのプレー
ト境界の深さは約 10 km程度とされていること
から，破壊の開始も主破壊もそれより深い場所で
起こったことがわかる．これらのことから，駿河
湾の地震は，想定東海地震とはまったくタイプの
異なる沈み込むプレート内で発生した地震と考え
られる．この点において，このM 6.5 のプレート
内地震は想定東海地震とは直接は関係のない地震
とも言える．一方で冒頭にも述べたように，地震
の発生による応力変化が異なるタイプの地震を誘
発することも当然ながら考えられる．そこで本研
究では，プレート内地震である駿河湾の地震が近
接するプレート境界にどのような応力変化をもた
らし，想定東海地震のようなプレート間地震の発
生にどのような影響を及ぼすのかを評価すること
を試みた．

3．　駿河湾の地震の震源断層モデル

　まず初めに我々は，駿河湾の地震の断層面の詳
細な形状を調べた．規模の大きな地震（本震）に
引き続いて発生する余震には，本震の震源断層に
沿って発生するものも多いため，その分布を詳細
に調べることで震源断層の形状が分かる場合があ
る．ここでは，防災科研Hi-net，気象庁，および
東京大学地震研究所の観測点の中から震央距離が
概ね 100 km以内となる 28 点を選び，ダブル・
ディファレンス法［Waldhauser and Ellsworth
（2000）］とよばれる精密震源決定法によって解析
した．この方法は，通常の震源決定法で用いられ
る P波および S波到達時刻の験測値データのみ
ならず，波形相関解析による位相差から得られる
精度の高い到達時刻差データをも使用することが
できるため，相対位置としては高精度の震源決定
が可能である．解析の結果，2009 年 8 月 20 日ま
での約 10 日間に発生した余震のうち，864 個の
震源を精度良く決定することができた［図 2］．
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その分布は単純な平面状ではなく，南東側に位置
する南南東傾斜の面と北西側に位置する北東傾斜
の面のほぼ直角に接する二枚の面によって近似で
きることが分かった．
　次に，これらの二面からなる震源断層のどの場
所がどれだけすべったかを詳細に推定するため
に，防災科研の強震観測網（K-NET）の 6点と
基盤強震観測網（KiK-net）の 7点によって観測
された近地強震波形データをマルチタイムウィン
ドウ法［Hartzell and Heaton（1983）］によって
解析した．具体的には，余震分布から仮定した二
面の断層を小断層に分割し，それぞれにおける震
源時間関数（すべりの時間発展を表す関数）のパ
ラメターを S波部分 13 秒間の記録を説明するよ
うに推定した．その結果，すべり量が大きい領域
はすべりが始まった点の西側に位置し，二面にま
たがるように広がっていることが明らかとなった
［図 3］．

4．　期待される応力変化と地震発生率の変化

　前章までの解析によって，駿河湾の地震の断層
すべりの分布が明らかになった．この断層モデル
と媒質の弾性定数を仮定すれば，この地震の前後
で地下の媒質にはたらく力（応力）がどのように
変化したか（応力変化）を評価することができる
［例えば，Okada（1992）］．応力は，直交する 3
面のそれぞれに働く，直交する 3成分それぞれの
方向の単位面積あたりの力として表現される．こ
こでは特に，プレート境界面における想定東海地
震時のすべり方向に沿った剪断応力の変化，法線
応力の変化，および見かけ摩擦係数（0.4 を仮定）
から，駿河湾の地震の前後でプレート境界がすべ
りやすくなったかどうかを表すクーロン破壊応力
変化［例えば，遠田（2002）］とよばれる指標を
評価した［図 4a］．図中のカラースケールは，ナ
スの形をした想定東海地震震源域のプレート境界
面に沿ったクーロン破壊応力変化を表し，赤色は
すべりを促進するような力の増加を，青色は減少
を意味する．緑色丸印は，駿河湾の地震発生後か
ら同月末までの 20 日間に発生した地震のうち，

仮定したプレート境界モデルから深さ 3 km以内
で発生したイベントの震央を示す．この範囲は，
発震機構解などからプレート間地震であると識別
された地震の深さ分布を考慮して決めた．ただ
し，駿河湾の地震による応力変化によってトリ
ガーされたプレート間地震の活動を調べるという
観点から，駿河湾の地震の震源断層から 2 km以
内で発生した地震は除いた．震源断層に近接した
場所では，応力変化が仮定した震源断層モデルに
強く依存する．そのため，モデルに不確定性が
あってもその影響の小さい，震源断層から一定距
離以上離れた場所で発生する地震と応力変化とを
比較すべきである．また，震源断層に近接したプ
レート内では（プレート間地震ではない）余震が
多数発生しており，このような地震の混入も防ぐ
べきである．このような観点から震源断層近傍の
地震を除去した．このようにして選ばれたプレー
ト間地震である可能性が高いとみなされた地震の
多くは，クーロン破壊応力変化の増加域（赤い領
域）に分布することが分かった．特に図 4a に破
線で示した楕円領域では，期間内に発生したほぼ
全ての地震が 0.02 から 0.08 MPa の増加域に分布
する（Pa は単位面積あたりの力，すなわち圧力
を表す単位であり，1気圧＝101,325 Pa≒0.1 MPa）．
　0.1 MPa にも満たない応力変化は，数十MPa
ともいわれる地震にともなう応力降下よりもかな
り小さい．このような僅かな応力変化によって影
響を受ける余震活動やトリガリング（誘発）を定
量的に説明するために，Stein et al.（1997）や
Toda et al.（1998）は，応力変化にともなう地震
発生率の評価にすべり速度状態依存摩擦構成則
［Dieterich（1994）］の考え方を導入した．この
考え方の下では“地震”は限界応力に達して突然
発生するすべりではなく，ゆっくりとしたすべり
（静的・準静的すべり）の急加速（不安定すべり）
とみなされる．地震サイクルの中で初期ではすべ
り速度は遅く，これが“地震”の発生に向けて加
速する．そして，“地震”として急加速するとと
もに，“地震”の直後には再びすべり速度が遅い
状態へと戻る．このようなモデルにおいて外的な
応力増加があった場合には，地震サイクルの初期
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図 1　駿河湾から四国沖にかけての領域における大地震発生
域．1944 年東南海地震，1946 年南海地震，および想定
東海地震の震源域を灰色太線で示す．1707 年には宝永
地震により，1854 年には安政東南海地震と安政南海地
震によりこの領域全域がすべったと考えられている．
その後，1944 年東南海地震，1946 年南海地震が発生し
たが，駿河湾の領域は未だすべらずに力が蓄積してい
ると考えられている．赤色矩形領域は 2009 年駿河湾の
地震の震源断層を示す．

図 3　駿河湾の地震のすべり分布．地震時のすべり量を 0.25 
m 間隔のコンターとカラースケールで示す．星印は
すべりが始まった点（破壊開始点＝震源）を表す．

図 2　駿河湾の地震の余震分布．2009 年 8 月
11 日から 20 日までに発生した余震の震
源を丸印で示す．大きさはマグニチュー
ドを，色は震源の深さをそれぞれ示す．
余震の分布を近似するのに適当な二枚
の断層面を，水色およびピンク色の矩
形でそれぞれ示す．

図 4　（a）駿河湾の地震によるクーロン破壊応力変化．太実
線で示すナス型の想定東海地震震源域内のプレート
境界面に沿って評価したクーロン破壊応力変化をカ
ラースケールで示す．黒破線による矩形および星印
は，駿河湾の地震の震源断層および震源をそれぞれ
表す．緑色丸印および灰色矩形は，地震発生後約 20
日間にプレート境界近傍で発生した地震の震央およ
び松村・他（2008）による固着域を表す．（b）図にお
ける累積地震数の評価対象領域を楕円で併せて示す．
（b）駿河湾の地震前後における累積地震数の時間変
化．累積地震数の時間変化を青線で，地震後の活動
推移をフィットした曲線を赤線でそれぞれ示す． 図 4



16 ──地震ジャーナル　53 号（2012 年 6 月）

にある断層ほど次の“地震”までの時間短縮量が
大きくなる．このような振る舞いによって，彼ら
のモデルにおいてステップ状の応力変化（応力ス
テップ）を仮定した場合に評価される地震発生率
の時間変化は，余震活動が経過時間とともに減衰
する様子を再現することができるという［例え
ば，遠田（2002）］．以下では，このモデルが今回
のケースについても成り立っているかどうかを検
討する．
　ここではまず，期待される応力変化が比較的大
きな値を示した楕円領域内において，プレート間
地震とみられる地震の活動がどのように時間変化
したのかを調べた．図 4b に累積地震数の時間変
化（駿河湾の地震発生以前の 7月中旬から地震後
の 9月上旬までの期間）を示す．この図からは，
駿河湾の地震発生直後に地震活動が非常に活発に
なり，その活動は経過時間とともに減衰していっ
たことが分かる．次に，この領域の地震発生率を
定量的に調べたところ，地震発生前 1年間では平
均して約 0.2 個/日であったのが，駿河湾の地震
発生後には急増し，1ヵ月が経過しても約 2.4 倍
の地震発生率であったことが明らかとなった．す
べり速度状態依存摩擦構成則を考慮した地震発生
率の評価式において，過去の研究を参考にパラメ
ター（摩擦構成則における構成パラメターと法線
応力との積Aσ＝0.04 MPa，固有緩和時間 ta＝
10.2 年）を仮定すると，0.02 から 0.08 MPa のクー
ロン破壊応力変化に対する地震発生後 1ヵ月にお
ける地震発生率は，地震以前の約 1.6 から 7.0 倍
と評価される．これは，観測による約 2.4 倍を比
較的良く説明する．このように，駿河湾の地震に
よるプレート間地震の活動への影響は，上述のモ
デルとパラメターによって概ね説明可能であるこ
とが分かった．

5．　想定東海地震震源域内の固着域における
地震発生率の変化　　　　　　　　

　駿河湾の地震による応力変化が，プレート境界
近傍で発生する微小地震の発生率を増加させたこ
とが前章までの解析で明らかになった．このよう

な地震発生率の増加は小さい地震のみならず，想
定東海地震のような大きな地震についても成り立
つ可能性がある．地震には，規模が小さな地震ほ
ど多数発生するという規模別頻度分布が成り立っ
ており，この規模別頻度分布が時間変化しないと
するならば，小さい地震の地震発生率の増加は，
そのまま大きい地震の地震発生率の増加を意味す
る．そこで我々は，想定東海地震の固着域［例え
ば，松村・他（2008）］におけるクーロン破壊応
力変化を調べた．この固着域とは，地震活動や地
殻変動記録などから推察される想定震源内でも特
に固着が強い領域とされており，また想定東海地
震の時にここが大きくすべると考えられている．
解析結果を示す図 4a からは，松村・他（2008）
による固着域（灰色矩形領域）の大半がクーロン
破壊応力変化の増加域（0.03 から 0.1 MPa）に位
置することが分かる．必ずしもナス型の想定震源
域の全体が増加域となっているわけではなく，ま
た，想定震源域の破壊が固着域の近傍から始まる
のかどうかも明らかではないが，想定震源域にか
かる力の多くを支持していると推察される固着域
におけるクーロン破壊応力変化の増加は，想定東
海地震の発生を定性的には促進すると考えるのが
自然であろう．前章における微小地震の場合と同
様の評価式がここでも適用可能と仮定すると，
0.03 から 0.1 MPa のクーロン破壊応力変化に対す
る地震発生率は，地震発生後 3ヶ月では地震以前
の約 2.0 から 9.4 倍と評価された．この“3ヶ月”
は，本研究に関するAoi et al.（2010）の原稿投
稿のタイミングから選ばれたパラメターである．
その後，約 3年が経過した．すべり速度状態依存
摩擦構成則を考慮した地震発生率の評価では，応
力変化が生じた時刻（駿河湾の地震の震源時）か
らの経過時間とともに地震発生率は逓減する．本
稿の投稿にあたり，駿河湾の地震の発生から約 3
年後における地震発生率を同式によって評価した
ところ，地震以前の約 1.3 から 2.7 倍と評価され
た．このように，一定の仮定の上ではあるが，駿
河湾の地震による応力変化は想定東海地震の発生
を促進するように働き，固着域における地震発生
率は今なお地震前よりも高い状態にあることが分
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かった．なお，2011 年 3 月 11 日に日本の観測史
上最大となるM 9.0 の東北地方太平洋沖地震が発
生したことに加え，2011 年 8 月 1 日には駿河湾
でM 6.1 の地震が発生しているが，前述の値はこ
れらの地震の影響を考慮していない．エネスク・
他（2011）によると，東北地方太平洋沖地震の影
響は想定震源域の大半の領域についてわずかに
クーロン破壊応力を増加させた程度（最大 0.009 
MPa）であったとされており，2009 年の駿河湾
の地震によるそれと比べてかなり小さい．また，
M 6.1 の地震の影響も，規模が小さいことなどか
らM 6.5 であった 2009 年の地震の数分の 1程度
とみられる．太平洋プレート，フィリピン海プ
レート，および陸側のプレートという 3枚のプ
レートがひしめき合うこの地域における巨大地震
の影響を，均質構造下の静的な応力変化に基づい
て評価することがどの程度妥当かは難しい問題で
ある．しかしながら，少なくとも単純な仮定に基
づく上述の結果からは，2009 年の駿河湾の地震
よりも後に発生した地震の影響はそれほど大きく
ないものとみられる．

6．　ま　と　め

　本研究では，2009 年 8 月に駿河湾で発生した
M 6.5 の地震がプレート間地震の地震発生率にお
よぼす影響を検討した．まず，詳細な余震分布や
強震記録の波形解析に基づいて，沈み込むフィリ
ピン海プレート内に位置する二枚の断層の位置関
係や破壊伝播の様子を明らかにするとともに，そ
の詳細な断層モデルから期待されるプレート境界
面上での応力変化を調べた．ここでは特に，想定
東海地震時のすべり方向を考慮したクーロン破壊
応力変化を評価し，その増加域においてプレート
間地震の活動が活発化したことを明らかにした．
また，この地震発生率の増加がすべり速度状態依
存摩擦構成則を考慮したモデルによって説明可能
であることも併せて示した．一方，想定東海地震
時に大きくすべるとされている固着域もまた，そ
の多くがクーロン破壊応力変化の増加域に位置し
ていることが分かった．前述のモデルが同様に成

り立つとすれば，この固着域における地震発生率
も増加したものと考えられる．
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1．　は じ め に

　1855 年の安政江戸地震の直前に永久磁石が磁
力を失った話を聞いて，幕末の賢者佐久間象山は
地震予知器を作ったそうだ（榎本，2002）．トリ
ブッチ（1985）は，大気中の帯電エアロゾルに
よって同じ極性に帯電した物体間の静電気的な反
発でこの現象が説明できるとした．米国では
1989 年のロマプリータ地震直前に ULF 帯の電磁
波放射があったことが報告されている（Fraser-
Smith et al., 1990）．このように地震が電磁気的
な前兆を伴った事例は多く知られている．
　今日の電磁気的な地震前兆の探求は，地電流

（Uyeda and Kamogawa, 2008）や，VLF 帯（Mol-
chanov and Hayakawa, 1998）や VHF 帯（Moriya 
et al., 2010）の電波伝搬異常が中心となっている．
それらは限られた数の特定の観測点で特殊な目的
のために設置された観測装置によるものであり，
一般的に地震との空間的な相関を立証することは
容易でない．フランスの DEMETER 衛星（e.g. 
Němec et al., 2008）は，これを乗り越えるため
に打ち上げられたものだが，衛星が震源域上空を
通過する頻度は限られる．こんどは時間的な相関
の立証に問題が生じるのだ．
　2011 年 3 月 11 日の 05 : 46UT に発生した東北
地方太平洋沖地震は，太平洋プレートが東北日本
の下に沈み込む日本海溝のプレート境界を，長さ
約 450 km，幅約 200 km にわたって破壊した．国
土地理院が運用する GEONET（GPS Earth Ob-
ser vation Network）は，日本列島に敷き詰めら
れた千局を超える全地球測位システム（GPS）の
連続観測点から成り，1990 年代半ばの観測開始
以来日本列島の地殻変動を観測してきた（e.g. 
Heki, 2007）．GEONET は日本列島の大地の動き

をほぼ二次元的にとらえられるが，東北沖地震に
伴う地殻変動も Ozawa et al. （2011）を始めすで
に多く報告されている．
　超高層大気である電離圏には太陽からの放射に
よって中性大気から弾き出された電子が多く漂っ
ており，日本上空では高度 300 km 付近で最も電
子が濃い．高度約 2 万 km の GPS 衛星から送信
されたマイクロ波は電離圏通過時に電子によるわ
ずかな遅延を受ける．遅延はマイクロ波の周波数
の自乗に反比例する．それを利用して，異なる周
波数のマイクロ波の遅延を比べれば，衛星と受信
機を結ぶ線上にある電子の総数（Total Electron 
Content, TEC）がわかる．ここでは，GPS 網に
よって見出された，巨大地震に先だって生じる電
離圏の TEC 異常（Heki, 2011）について紹介する．

2．　2011 年東北沖地震と TECの変動

　TEC を用いた研究の対象のひとつに，固体地
球における現象に起因する電離圏の擾乱がある．
地震時電離圏擾乱（Coseismic Ionospheric Dis-
tur bance, CID）はその一つであり，GPS を用い
た最初の研究（Calais and Minster, 1995）以来，
筆者を始め複数の研究グループが取り組んでい
る．その実体は震源域における地面や海面の上下
運動や表面波（この場合はレーリー波）によって
励起された音波（Heki et al., 2006 ; Rolland et al., 
2011），あるいは内部重力波（Occhipinti et al., 
2008）が電離圏高度まで伝搬して作った電子の濃
淡である．
　ウェブ（terras.gsi.go.jp）で公開されている全
国約千二百点の国土地理院 GPS 連続観測網の
データを用いて，2011 年東北沖地震前後の TEC
変化を調べてみた．図 1A は地震前後の TEC の
変動をそのまま描いたものである．なお GPS 位

巨大地震直前に増える電離圏の電子
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相データには整数値バイアスがあり，時間変化の
みが意味を持つ（絶対値に意味がない）．仰角が
低い（地平線に近い）衛星では電波が電離圏を斜
めに貫くため，遅延が見かけ上大きくなる．その
ため昇っては沈む GPS 衛星の動きに応じて，
TEC は U 字型のゆっくりとした変化を示す．地
震発生時（5 : 46UT）には八個の GPS 衛星が観
測可能であったが，音波による CID は 5, 15, 26, 
27, 28 の各衛星で，地震約 8 分後に始まる不規則
な乱れとして見える（Astafyeva et al., 2011）．
また衛星 18, 22 で地震の 40-80 分後に生じたき
れいな振動は内部重力波によるもので，地図上に
描くと震源を中心としたきれいな同心円状となる

（Tsugawa et al., 2011）．電離圏を高度 300 km の
薄い層で近似して，その層を視線が貫く点の地図
上への射影を SIP（Sub-ionospheric point）と呼
ぶ．その軌跡を図 1B に示す．
　次に地震直前の非振動的な TEC 変化を取り出
して眺めてみよう．図 2A は東北から関東にかけ
た五つの GPS 局から 15 番衛星を通して見た東北
地方上空の TEC の時間変化である．斜め方向の
TEC なので見かけの U 字型変化が見える．地震
10 分後の CID に加えて，地震の 60 分前から 40

分前あたりから顕著な正の異常が始まっているこ
とがわかる（電子数の絶対値の増加というより周
囲に対する相対的な増加）．異常は東北の局で大
きく，震源域から離れるに従って小さくなる．
TEC 異常は，CID による電離圏の揺れが治まっ
た頃には消えている．ここでは Ozeki and Heki

（2010）に倣い，鉛直方向の TEC が時間の三次
多項式に従うと仮定して最小二乗法を用いてモデ
ルを推定した（なめらかな曲線）．推定の際には，
地震に伴う異常部分（UT5.2-6.0）を除いている．
　モデルからの差に天頂角の余弦をかけて鉛直方
向に射影したものを「異常」と定義し，地震の 1
時間前，20 分前，1 分前におけるそれらの分布を
色で図 3 に示す．1 時間前にはなかった正の異常
が 20 分前には現れており，地震に向けて大きく
なっている．異常の大きさは鉛直方向で最大で約
2.3 TECU（1 TECU は 1 m2 あたり 1016 個の電子
があることを示す）で，この時刻の全電子数の一
割弱に相当する．TEC が正異常を示す地域は震
源域とほぼ重なる．同時に震源域から遠く離れた
西南日本では負の異常が現れており，異常が電子
の「純増」ではなく「移動」によるものであるこ
とを示唆する．

図 1　（A）0035 局から 10 個の GPS を用いて観測された，2011 年 3 月 11 日，3.5-8.5UT の斜め TEC 変化．
衛星ごとの下駄ばきがあるので，時間変化にのみ注目してほしい．地震の 10 分後頃からいくつかの衛
星で乱れが見られる．その間の GPS 衛星の SIP の軌跡を（B）に示す．軌跡上には 1 時間ごとの区切
りと地震発生時刻を示す赤い小さな星を示す．四角形はおおよその断層の形で，赤い星は震源を示す．
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　図 2 や図 3 と同様の図は 15 番衛星以外に 9, 26, 
27 番の諸衛星を用いても描くことができるが，
それらは Heki（2011）のオンライン付属資料を
参照されたい．正の異常が現れる領域は衛星に

よって微妙に異なるが，それは本来三次元的な分
布を持つ電子密度を高度 300 km の面に二次元的
に投影したことからくるものである．
　全球電離圏地図（Global Ionospheric Map, GIM）

図 2　（A）地震前後に 15 番の GPS 衛星を観測して得られた電離圏全電子数の時系列．地震約の 1 時間程前
から正の異常（黒い滑らかな曲線で示すモデルからのずれ）が見える．正の異常は音波の到来（地震
約 10 分後）とともに消え始める．全球電離圏モデル（GIM）に基づく 0038 局における TEC 変化の計
算値を青い曲線で示す．（B）GPS 局（灰色の丸）と 5-6UT の間の SIP の軌跡（黒曲線）．白丸は地震
発生時刻の SIP 位置．

図 3　15 番の GPS 衛星を観測して得られた電離圏全電子数の，地震 1 時間前（A），20 分前（B)，1 分前（C）
の異常を鉛直 TEC に換算して，色で地図上にその時刻の SIP の位置にプロットしたもの．
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は世界中の GPS 局を用いて（ただし日本からは
数局のみ）日々作成されている．図 2 左には，ス
イス・ベルン大学のデータセンター（ftp.unibe.
ch）からダウンロードした GIM を用いて，0038
局と 15 番衛星を仮定して計算したこの時刻の斜
め TEC の変化も描いてある．GIM の空間分解能
の目安は緯度が 2.5 度，経度が 5 度程度（Man-
nucci et al., 1998）と低いため，細部は失われて
いるが，本研究で求めた地震前の TEC 正異常と
同様の正異常が見られる．これは GIM の導出に
岩手県水沢局（図 2B）のデータが用いられてい
るためであろう．

3．　他の大地震との比較

　TEC は地震がなくても宇宙天気の都合でしば
しば上昇する．たとえば太陽フレアに伴って紫外
線の放射が増えれば電離が促進されて電子が増え
る．ただしこの場合昼半球全体で電子が増え，震
源上空の TEC だけが増えることはない．また
オーロラ帯から巨大な波が南下してくることもあ
る（大規模移動性電離圏擾乱）．2011 年東北沖地
震はたまたま磁気嵐の最中に発生しており，地震
と関係ない擾乱が多く発生していた可能性がある．
　図 2 や図 3 で見られたような地震前 TEC 異常

が東北沖地震の前兆であるかどうかを判断するに
は，他の巨大地震の前にも類似の現象がみられる
かどうかを調べるのが早い．そこで，2010 年 2
月に発生したチリ地震（Mw 8.8）（Moreno et al., 
2010），2004 年 12 月のスマトラ・アンダマン地
震（Mw 9.2）（Banerjee et al., 2005），2007 年 9 月
のスマトラ・ブンクル地震（Mw 8.6）（Gusman et 
al., 2010）の前後の TEC 変化を，入手可能な
GPS データを使って東北沖地震の時と同様な解
析を行ってみた．特に，2010 年チリ地震と 2007
年ブンクル地震は，地磁気活動が静穏な時期に発
生しており，地震前に同様な TEC 異常が生じた
かを見ることは重要だ．
　その結果，チリ地震では 17, 20, 23 の三つの
GPS 衛星で，東北地方太平洋沖地震の半分程度
の大きさの正の TEC 異常が地震の 40-50 分前に
始まり，電離圏が揺れ始めるまで継続していたこ
とが確認された（図 4）．同様の TEC 異常は 2007
年ブンクル地震でも 8, 25, 27 の衛星で見いださ
れた．2004 年スマトラ・アンダマン地震の発生
時は地磁気活動がやや活発であったが，どの地震
よりも大きな 5 TECU に達する地震前の TEC 正
異常が，もっとも地震モーメント解放の大きかっ
た断層セグメントの上空で見られた．図 5 はこれ
らの M 9 クラス地震から代表的な TEC 変化デー

図 4　2010 年 2 月のチリ地震前後に 23 番の GPS 衛星を観測して得られた電離圏全電子数の時系列．地震の
約 40-50 分前から東北沖地震と同様な正の異常が見える．局の位置と SIP の軌跡を右の地図に示す．
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タを取り上げて比較したものである．ちなみに
2005 年ニアス地震（Mw 8.7）についても地震前後
の TEC を調べたが，その時間帯はプラズマバブ
ルの活動による TEC の乱高下が激しく，意味の
あるデータが得られなかった．
　次に M 8 クラスの地震に目を転じる．1994 年
北海道東方沖地震（Mw 8.3）（Tsuji et al., 1995）
は，東北沖地震が発生するまでは，GPS 連続観
測網が整備されて以来最大の地震であった．この
地震の前には弱い TEC 正異常が見つかった（図
5）．一方 2006 年千島地震（Mw 8.2）や 2003 年十
勝沖地震（Mw 8.0）では，地震時の CID は綺麗
にみえるものの，地震前の TEC 異常は確認でき
なかった．本現象は M 8 台でも大き目の地震で
ようやく見える前兆なのだろう．
　Heki（2011）のオンライン付属資料では，図 2
に示された曲線の一つについて，同一の局と衛星

の組み合わせでの TEC 変化を地震前後 4 か月に
わたって調べたものを掲載している．最大の異常
は本研究で示した地震直前のものだったが，それ
以外にもある程度大きな TEC 上昇が数回みられ
た．それらはすべて秒速数百メートルで極域から
南下してくる大規模移動性電離圏擾乱だった．

4．　モ　デ　ル

　地震直前になぜ上空で TEC の正異常が生じる
かの本当の理由はわからない．しかし地表近傍に
正電荷が溜まることで説明できる可能性はあると
思う．正電荷を供給するメカニズムとしては，圧
縮された火成岩から正孔が拡散してくる現象が室
内実験で知られる（Freund, 2001 ; Takeuchi et 
al., 2006）が，実際の地震前にそのような現象が
生じたことを野外で直接観測した例はない．

図 5　様々な地震の前後に観測された斜め TEC の時系列を，同一のスケールかつ地震発生時刻を共通にとっ
て比較したもの．地震直前の異常を鉛直 TEC に換算したものを，モーメントマグニチュード Mw と比
較した図を右に示す（異常が観測されなかった 2003 年十勝沖地震等も含まれる）．
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　Kuo et al. （2011）は，地表の電荷によって大
気中に上向きの電流が流れ，電離圏に達して地磁
気の磁力線に沿った領域の電位を上げることを数
値計算で示した．電位の高い領域から放射状に生
じる電場が磁場と相互作用することによって，西
側では電離圏電子が下降，東側では上昇する．そ
の結果，本研究で見いだされた程度の TEC 変化
もつくれるらしい．いずれ原因を特定するには，
電磁気的なセンサーを備えた観測局を GPS と同
じくらい密に展開する必要があるのかも知れない．

5．　お わ り に

　これまでの地震前兆報告の多くは普遍性に乏し
く追試が容易でなかった．しかし GPS データの
入手は簡単で，それを用いた TEC の解析も難し
くない．筆者のホームページでは RINEX 形式の
GPS 生データから衛星ごとの TEC 時系列の情報
を抽出する簡単なプログラムを公開している（日
置他，2011）ので，興味を持った読者各位は自ら
試してほしい．
　地震直前の TEC 異常の物理的過程が解明さ
れ，直前予知に有用であるという合意が得られれ
ば，TEC の分布と変化がリアルタイムで監視さ
れる時代が来るかも知れない．データ収集には技
術的問題はないが，ゆっくりと始まる TEC 異常
を宇宙天気の影響と区別するソフトウェア的な課
題は残るだろう．かつては盛んだった地震直前予
知研究は，我が国では兵庫県南部地震以来久しく
沈滞している（上田，2011）．本件を機会に実用
化に向けた研究の活性化を期待したい．
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1．　は じ め に

　東日本大震災の甚大な被害は，地震学コミュニ
ティに対して，社会の中での地震学の位置づけを
あらためてつきつけた．死者行方不明者約 2万
人，全半壊家屋 38 万戸（警察庁による），経済被
害は 20 兆円を超えるとも言われている（内閣府
による）．10 mを越える津波は原子力発電所の事
故を引き起こし，震災から 1年が経過した今で
も，多くの住民が自宅を失い，職を失ったままで
ある．こうした国家的危機を引き起こしたのが，
想定外のM9.0 の地震であり，地震の科学に携わ
る我々が，これまでどう社会と向き合ってきたの
か，これからどう向き合っていくべきなのかは，
今までにもまして重大な問題となっている．
　研究で得られた知見をコミュニティ内にとどめ
ず，研究者自身がひろく一般へと伝えていく営み
は，アウトリーチ活動と呼ばれており，さまざま
な分野で展開されている．日本では，景気の悪化
や産業の空洞化が進んでのち，2006 年度からの
第 3期科学技術基本計画で本格的に導入された．
同計画の「社会・国民に支持される科学技術」と
題された章では，「科学技術に関する説明責任と
情報発信の強化」と「国民の科学技術への主体的
な参加の促進」が明文化され，いくつかの大学や
科学館において，実践的なアウトリーチ活動やア
ウトリーチを行う人の育成が始まった．
　本稿では，災害科学のアウトリーチはどうある
べきかを，21 世紀の科学の責務やアウトリーチ
が生まれた歴史などを紹介しながら記述する．

2．　21 世紀の科学の責務

　1999 年，ハンガリーの首都ブダペストで世界

科学会議が開かれた．UNESCO（国連教育科学
文化機関）および ICSU（国際科学会議）が共催
し，ブダペスト会議と呼ばれている．この会議で
は，“Science for the Twenty-First Century ─A 
new Commitment”がテーマに掲げられ，研究
機関や教育機関，政府機関や非政府機関，マスコ
ミ一般市民などを含む約 2000 名が参加した．日
本からは学術会議の代表団らが参画している．
　ブダペスト会議の成果のひとつ，「科学と科学
的知識の利用に関する世界宣言」（UNESCO, 1999）
の前文では，科学が我々にもたらした恩恵の大き
さに触れると同時に，自然科学が招来する恐れの
ある負の効果や，社会に対する影響，社会との関
係を理解する必要性について述べられている．そ
して科学者コミュニティと政策決定者は，科学に
対する一般社会の信頼と支援をさらに強化するこ
とを目指さなければならない，と表明した上で，
21 世紀の科学の責務として以下の 4つの概念を
打ち出した．
　1．　知識のための科学（進歩のための知識）
　2．　平和のための科学
　3．　開発のための科学
　4．　社会における科学，社会のための科学
　災害科学は主に，上記の 1と 4とに関わってく
るだろう．そして災害科学のアウトリーチは，災
害科学に対する一般社会の信頼と支援を得ていく
ための活動と位置付けられよう．20 世紀の科学
の世界では，上記の 1だけが「真の科学」と言わ
れてきたのではないだろうか．今も，1以外の科
学に対して，そのレベルや質を低く見る傾向があ
るように感じられる．しかしその考え方は古いも
のとなったことを，ブダペスト会議では科学者自
らが打ち出した点に価値がある．

社会と地震学コミュニティとの信頼の構築

大木聖子
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3．　アウトリーチが生まれた背景

　アウトリーチのあり方を述べる前に，そういっ
た概念の必要性が迫れることとなった背景を記し
ておく．直接的な事例として挙げられるのが，
1980 年代に発覚した牛海綿状脳症（BSE，狂牛
病）である．1986 年，最初のBSE感染牛がイギ
リスで確認されると，イギリス政府はBSEがヒ
トや動物の健康にどのような影響を与えるか検討
することを目的として，専門家からなる委員会を
招集した．委員長の名前を取って，サウスウッド
委員会と呼ばれている．
　当時，伝達性海綿状脳症に関する科学的知見に
はかなりの不確実性があった．原因について 80
年代には諸説あり，特定されたのは 90 年代に
入ってからである（この業績は，1997 年にノー
ベル医学・生理学賞として称えられた）．当時の
不確実な知見に頼りながらもサウスウッド委員会
は，肉骨粉を反芻動物に供与することの禁止や特
定危険部位のベビーフードへの使用禁止などの有
用な提言を行い，政府はそれに基づいて規制勧告
を実施している．一方で，既に知られていたヒツ
ジの伝達性海綿状脳症は種を越えて伝染しないと
いうのが定説だったこともあり，BSEのヒトへ
の感染について，“the risk of transmission of BSE 
to humans appears remote”，すなわち「人間へ
の感染の危険性はありそうにない」と報告した．
これを受けてイギリス政府は牛肉安全宣言を行
い，報告書で書かれている以上に安全を強調する
キャンペーンをさまざまに展開した（小林，2007）．
　ところが 1996 年には BSEのヒトへの伝達を示
す変形型クロイツフェルト・ヤコブ病が確認さ
れ，BSEはヒトに感染するということが明らか
になった．発病すれば半年以内で自発運動がほと
んどできなくなり，1～2年で全身衰弱・呼吸麻
痺・肺炎などで死亡する（難病情報センター , 
2011）．厚生労働省によると，2008 年 7 月までに
イギリスで 167 例，フランスで 23 例など，世界
で 208 例の感染者が認められている（厚生労働
省，2010）．

　サウスウッド委員会の報告書には，「（ヒトに感
染しないだろうという）我々の公算の評価が誤っ
ていれば，結果は大変深刻なものとなるであろ
う」と記されていた．しかし，「人間への感染の
危険性はありそうにない」と報告したことによっ
て出された安全宣言が，結果的に人の命を奪って
しまったため，科学者や政府への人々の信頼は大
きく失墜した．未解明の，しかも既に事態が進行
している現象に対して，大きな不確実性を伴う知
見しかない中，国民のために尽力した科学者たち
は，最終的には国民から非難を浴びることとなっ
たのである．
　こういった事態を受けて，国民の科学者への信
頼回復，社会の科学への信頼構築のために，科学
者の側からも国民の側からも求められた双方向の
活動，それが科学コミュニケーションであり，研
究者が研究の現場を出て（out），人々に届く
（reach）活動を行うことがアウトリーチである．
先述のとおり，日本では 2006 年度からの第 3期
科学技術基本計画で本格的に導入された．
　アウトリーチの概念を理解するうえで重要な出
来事を，もうひとつ挙げておきたい．アウトリー
チが，国民と科学者との信頼構築のための活動と
なる前，1980 年代半ばにイギリスで展開された，
科学理解増進のための活動である．王立協会の特
別委員会（ボドマー委員会）によって「公衆の科学
理解のために，科学者は一般市民とコミュニケー
ションをとることを学びなさい，そうすることを
喜び，そうすることを専門家としての義務と思い
なさい」と報告され（The Royal Society, 1985），
非専門家に科学を理解してもらうための活動や，
その手法の改善を目指す研究が推進され，一定の
効果をおさめた（Bodmer, 2010）．80 年代の先進
諸国は，日本だけがまさに“Japan as No. 1”で
あり，イギリスを含む多くの国が経済的な息詰ま
りに陥っていた．若者の科学離れも進む中，打ち
出されたのがボドマー・レポートである．
　ところがボドマー・レポートに基づいたさまざ
まなアウトリーチ活動があったにもかかわらず，
90 年代に入ると，遺伝子組み換え農作物をめぐ
る激しい論争や，先述のBSE事件が起き，政府
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や科学者への信頼は崩壊し，社会と科学との関係
はかえって悪化した．国民の科学理解増進のため
の活動の，いったい何がいけなかったのか．端的
には，科学者による上から目線の態度に対する市
民の反発と言えるだろう．たとえば，遺伝子組換
え技術や原子力発電所などに反対意見を示す人
は，正確な科学知識が不足している人々であり，
そうした人々に対する処方箋は正しい科学知識の
注入・普及であり，これが実現すれば人々の不安
や反対は解消される，という理屈である．非専門
家の科学理解を空のバケツに例え，そこに科学の
事実を注ぎ込めばよいという考え方，すなわち，
一般市民を「正確な科学知識の欠如した状態」に
あると捉える考え方に基づいた，このような活動
は，「欠如モデル」あるいは「トップダウンモデ
ル」と呼ばれている（小林，2007；磯崎，2007）．
つまり，国民の科学理解の増進には，専門家と非
専門家の知識量の差を埋める活動だけでは不十分
であることが示されたのである．
　アウトリーチ活動は，社会と科学，あるいは国
民と科学者との信頼関係を構築するための活動で
あって，専門家が非専門家へ知識を流し込むこと
で完成されるものではない．このような観点を踏
まえながら，次節ではブダペスト会議で示された
「4．社会の中の科学，社会のための科学」と，ア
ウトリーチ活動の役割を述べていく．

4．　社会の中の災害科学，社会のための
災害科学　　　　　　　　　　

　社会の中での災害科学，特に地震学の位置づけ
があらためて問われたのは，1995 年の阪神・淡
路大震災以降だろう．地震の発生予測に関する研
究については，それまでの地震予知計画体制から
地震調査研究推進本部を中心とする体制へと変
わった．したがって，1995 年以降の地震学の社
会の中での位置づけは，第一義的には地震調査研
究推進本部を通して見えてくるはずである．地震
調査研究推進本部では，被害の軽減に資する地震
調査研究の推進のため，地震発生の長期評価やそ
れを基にした地震動予測地図の継続的な作成など

が行われてきた．このほかにも，個々の研究者が，
地震学コミュニティの一員として，地方自治体の
防災計画の策定やハザードマップの作成，あるい
は中央防災会議などの委員として地震被害の想定
に尽力することで社会の中に位置づけられたとい
うこともあるだろう．また，緊急地震速報や津波
警報などのリアルタイム情報の研究に取り組んで
いる研究者もいる．社会の中で災害科学は，防災
や減災に資する努力をしてきたし，一定の成果も
確かにあげてきた．
　一方で，「社会のため」を考えるならば，社会
からの需要にはどういったものがあるのか把握す
る必要がある．上述のような国や自治体からの需
要ではなく，より一般的な，国民ひとりひとりの
レベルの意見を反映しているものとして，筆者が
共同研究者のひとりとして実施した社会調査の結
果を紹介する．インターネットでの調査会社に登
録しているモニタ 1049 名を対象として，2009 年
3 月に，地震に関するアンケート調査を行った．
設問のひとつ，「あなたが地震の研究者に最も期
待することは何ですか」という問に対しては，「地
震発生の予測（地震予知）」が 52.5%，「住んでい
る地域の揺れ・被害の予測」が 20.8%，「被害の
軽減方法の開発」が 20.3%，「地震に関する基礎
研究」が 5.2% との結果を得た（上記 4択のほか，
その他 1.1%）．地震予知研究は，被害予測や被害
の軽減方法の開発よりもはるかに期待されている
ことがわかる．
　さらに，中谷内・島田（2010）が調査した日本
人のハザードへの不安をみてみよう．この研究で
は，多種多様な 51 種類のハザード（例；地球温
暖化，ガン，新たな伝染病，交通事故，年金問題，
異常気象，脳・心臓疾患，食品表示偽装，薬の副
作用，原発事故，テロ，アスベスト，たばこ，紫
外線，外国のミサイル，エイズ，自殺など）の中
で，日本人にとってどれが一番大きな不安かを調
査しており，最も大きいのは地震であるという結
果を得ている．地震学が，国民のもっとも大きな
リスク認知に携わる学問であることを踏まえれ
ば，地震予知への期待が大きくなることは容易に
理解できる．
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　地震予知研究を含む現在の地震研究は，基礎研
究の段階であることは多くの地震学者が認めると
ころであり，「地震及び火山噴火予知のための観
測研究計画の推進について」にもそのように記さ
れている（科学技術・学術審議会，2008）が，先
述のインターネット調査によると，基礎研究その
ものへの期待はわずかに 5.2% である．いや，調
査対象者の過半数が期待する地震予知のために基
礎研究を行っているのだから，この営みはすでに
地震予知研究だ，という説明もあろうし，実際に
地震学コミュニティは長くこうした説明を行って
きた．
　ここで，国民と地震学との信頼関係を長期的に
築いていくためのコミュニケーションについても
う一度考えたい．国民からの期待が特に大きく，
その実現性については過剰な期待が抱かれている
地震予知研究に対して，地震学コミュニティが用
意すべき答えは「基礎研究もまた，地震予知研究
である」で十分と言えるだろうか．あるいは，「長
期予測もまた予知である」で国民を説得すること
ができるだろうか．地震学と社会との信頼関係を
築いていく上で，われわれ専門家がまずすべきこ
とは，等身大の地震学を示すことだ．想定には大
きな不確実性が含まれていることや，わかってい
ないことがまだ多く存在すること，今の地震学の
抱える限界，こういったことを示すことは，結果
的に被害の軽減にもつながるだろう．
　特に地震予知研究については，国民からの過剰
な期待をそのままにせず，地震予知研究の現状を
理解してもらうための活動が必要である．逆に言
えば，過剰な期待を抱かせるような情報発信や，
誤解を与えるような行為は，コミュニティ全体に
対する社会からの信頼を損なわせるものであり，
社会からの不信感を後輩たちへのツケとして残し
ていく行為である．

5．　社会からの信頼を構築する方策

　社会からの地震学への期待が，地震学の等身大
からかけ離れている場合，等身大を伝えるという
行為は，社会のその時点での期待に応えられない

と表明することでもある．たとえば，日時を高精
度で予測することは困難だと伝えたとしよう．自
分が生きている間に高精度な地震予知を実現する
ことは期待できないのかとショックだろうし，期
待を裏切られたと反発を覚えるだろう．
　これは一見，社会との信頼を構築すべく行って
いるアウトリーチ活動そのものが，地震学のネガ
ティブキャンペーンとなっているかのようであ
る．現に筆者はそのような指摘や非難を，コミュ
ニティ内から受けている．同様のことは，生活習
慣を改善することで薬の投与量を軽減できること
を伝えるヘルス・コミュニケーション活動におい
ても見られている．その活動の担当者は，一部の
薬学分野や製薬会社から非難を浴びるようになっ
たという（Ford, 2012）．しかし研究者が最終的
に目指すべきものが国民の健康であるならば，ヘ
ルス・コミュニケーション活動は評価されるべき
もののはずだ．
　さらに，たばこと肺がんの因果関係について，
アメリカで見られた現象を紹介したい．今では多
くの人が，副流煙は主流煙よりも多くの有害物質
を含んでおり，副流煙を浴びていれば喫煙者では
なくても発がんのリスクが高まることを知ってい
る．1970 年代にこれが明らかにされた時，たば
こ産業界は知名度の高い生物統計学者をコンサル
タントとして雇って反論を行わせ，「非喫煙者の
発がんリスクについて科学者が反論」という状況
をまず作った．そして「一般の人たちの間でも科
学者の議論の場でも，たばこの煙についての論争
を維持すること」（Keep Discussing）を第一の目
標と掲げて，議論されている間は産業が維持され
るという巧妙な手段を実行した（Oreskes and 
Conway, 2011）．似たような現象は，同国の地球
温暖化への懐疑論でも展開されている（Oreskes, 
2004）．“global climate change”をキーワードに
挙げる 928 本の科学論文のすべてが IPCC（Inter-
governmental Panel on Climate Change，気候変
動に関する政府間パネル）の掲げる地球温暖化と
矛盾しない内容であるにもかかわらず，政治や経
済の場から人間活動によるかどうかは定かではな
いといった報告書を提出することで懐疑論へと持



30 ──地震ジャーナル　53 号（2012 年 6 月）

ち込み，議論を継続させる．その間，国民には今
は何も行動する必要はなく，今後の問題はテクノ
ロジーが解決してくれると説き，政府は研究を助
成する以外，何もする必要がないと思い込ませた
のである（Oreskes and Conway, 2011）．
　話を地震学に戻そう．今の地震学の実力では，
国民の期待する地震予知には応えられない．とこ
ろが，地震予知の可能性については，阪神・淡路
大震災以降 20 年近くも議論が続いている（橋本，
2012）．このまさにKeep Discussing の状況を，
東日本大震災を経てもなお続けていることは，は
たして本当に「社会のため」であろうか．さらに
時が経って結果が誰の目にも明白になったとき，
社会からの信頼を失った地震学コミュニティは，
立ち直れないような事態に至らないだろうか．あ
るいは，すべての人に明白になる前に，コミュニ
ティ外の第三者によって実態が明瞭に示された場
合も，致命的な事態にならないであろうか．もし
かしたら，2011 年 3 月 11 日以降すでに，信頼は
失われ始めているのかもしれない．一度失った信
頼を取り戻すのは容易なことではなく，若い人々
に負の遺産を抱えている研究分野だと見なされれ
ば，優秀な人材が集まらなくなっていくことも考
えられよう．地震学が安定的に存続するために
は，より長期的な視点での信頼関係を優先するべ
きであり，そのためにまずは，地震学の等身大を
伝えることである．特に国民からの期待の大きい
地震予知に対しては，その過剰な期待を解消する
活動を，コミュニティとして行わなければならな
い．そしてこれは，冒頭に書いたように，ブダペ
スト会議で採択された 21 世紀の科学の責務であ
る．
　最後に，社会からの需要と地震学との実力が見
合っているケースを紹介したい．上述したイン
ターネット調査では，地震学への期待をいくつか
の方法でたずねている．たとえば，「大地震の直
後に，地震の専門家のコメントがテレビや新聞に
出ることがあります．どのようにお感じですか」
という設問に対しては，複数回答を許していなが
ら，「一般的な話が多くあまり役に立たないこと
がある」と回答したのは 34.3%，「被災した方々

への配慮が必要である」は 24.5% であり，「余震
や津波などの防災上の注意喚起は役立つ」が 55.3
%，「地震の素性についての解説を聞くと安心で
きる」が 25.0% と得られている（上記の他に，「時
間や紙面の制約から必要な情報が得られないこと
がある」21.1%，その他 2.9%）．この調査から，
地震学は，起きた地震について人々が期待する程
度の精度をもって解説できている学問であり，そ
の解説をすることで人々を安心させる一定の効果
があること，さらに，余震や津波などの情報につ
いては有用であることが示唆される．社会からの
需要と地震学の実力とが見合っているケースは，
このように既に存在している．地震予知だけが期
待されているわけではないこと，予知ができな
かった被害地震の解説であっても，一定の評価が
得られていることは，社会の中での災害科学，社
会のための災害科学としての役割を果たしている
事例と言えよう．こういったものに目を向け，等
身大の情報発信を積み重ねていくことこそが，社
会との信頼関係を強くしていくはずである．

6．　ま　と　め

　本稿では，個別のアウトリーチ活動の事例紹介
や，具体的な活動報告などについては触れていな
い．今では，個人や研究組織，政府組織，教育機
関，非政府組織などさまざまなレベルで活発なア
ウトリーチ活動が展開されており，それらは例年
の地震学会秋季大会や地球惑星科学連合大会のア
ウトリーチセッションの中で多数紹介されている．
　アウトリーチ活動に従事していると，なぜアウ
トリーチが必要なのか，という問いをしばしば受
ける．その答えは，社会とコミュニティとの信頼
関係を構築し，維持することで，研究分野を安定
的に存続させるためであり，これによって社会へ
の寄与を安定的に継続するためである．これにつ
いては，ブダペスト会議での「科学と科学的知識
の利用に関する世界宣言」や，科学への信頼が失
墜した他国の事例などを挙げて述べた．
　また，社会の中での地震学の位置づけを再確認
し，社会からの期待の大きさを挙げて，地震学の
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持つ実力との乖離をあらためて示した．この乖
離，特に社会からの地震予知に対する過剰な期待
をそのままにせずに地震学の等身大を理解しても
らう活動は，社会とコミュニティとの長期的な信
頼関係の構築には不可欠であり，何よりも，被害
の軽減に資するコミュニケーションとなる．
　歴史を振り返れば，世の中が良い方向に変革し
たのは，一部あるいは全部の構成員が少しずつの
我慢を甘受したときである．東日本大震災を踏ま
えて地震学が真に変革するためには，我々は自省
に基づいて短期的にはこれまでよりも我慢をし，
長期的には等身大の地震学そのもので社会との信
頼関係を構築するという方策を取るべきである．
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天災は忘れないだけでは防げない
─寺田寅彦著「天災と国防」　（講談社学術文庫）/
講談社　2011 年 6 月発行　解説：畑村洋太郎─

　昨年 3月 11 日の東北地方太平洋沖地震は，
死者・行方不明者約 1万 9千人という巨大津波
災害に原発災害が加わって，戦後最悪の国難と
もいうべき事態をもたらした．それから 3ヶ月
後の 6月に本書が，翌月には，角川ソフィア文
庫「天災と日本人」と中公文庫「地震雑感/津
浪と人間」という寺田寅彦随筆集が相次いで刊
行された．
　科学者であり随筆家であった寺田寅彦は
1935 年の年末に逝去した．その 3年後の 1938
年 11 月に刊行が始まった岩波新書の 1冊とし
て本書と同じ「天災と国防」と題する寺田寅彦
の随筆集が出版された．これに収録された 13
篇の随筆を選んだ矢島祐利（科学史家）は同書
の後書で，この随筆集出版の意義を大変分かり
やすく説明している．同じ題名で 6編 （*）が共
通に選ばれている本書にもそのまま当てはまる
と思われるので，すこし長文になるが次に引用
する．（*：「天災と国防」，「火事教育」，「災難
雑考」，「函館の大火について」，「流言蜚語」，
「津波と人間」）
　「これは寺田先生の文章のうちから或る特
色を持っていると思われるものを集めた撰集
である．或る特色というのは，単に感懐を述
べ追憶を語るという風のものでなく，何か人
の注意を喚起し警告を与えるという種類のも
のである．もっとはっきり言えば憂国の至情
を以て筆を執られたと思われる文章と言って
もよいかも知れない．寺田先生は天災とか國
防とかまた学間とかいうことについて全く憂
国の熱意を持っていられたのである．そうい
う問題について言われるときでも先生は声を
大きくして叫ぶという風なことはされなかっ
た．あれは随筆だから，と言われて謙遜しな
がら書かれるのであるが，それだけにまた奥

ゆかしさとそうして中に却って熾烈なものを
われわれは感ずるのである．
　先生は地震や津浪や火事などについて，人
が若し冷静に科学的にこれに処したならばど
んなにその惨禍を軽く出来るかについて屡々
書かれた．また国防ということについてもい
ろいろ憂えて居られた．
　学問についてもその健全な発達を希求して
居られたことは人一倍であったと思う．そう
いう精神はほかの文章にも現われていること
は現われているに相違ない．併し，それが積
極的に物語られているのは此処に集めたよう
なものではないかと思われる．」
　これらの随筆のほとんどは，義務教育段階か
ら国防の重要性が教えこまれていた時代に書か
れたものである．防災は国防と同じように重要
であり，戦時下に，安政地震のような大地震が
発生した場合には，国防上にも重大な影響を与
える可能性があるというような考察を含むこの
ような書名と内容のものを出版するのは，もう
数年経ったら難しかったかもしれない．しか
し，寅彦の危惧したとおり，1944 年 12 月 7 日
に東南海地震が，翌年 1月 13 日には三河地震
が発生し，軍用機製造の拠点となっていた中京
地区の軍需工場を壊滅させ，敗戦を早めた．一
方，戦後，特に占領下では，「国防」というタ
イトルはタブーに触れる感じがあって出版でき
なかったのではないかと思われる．いずれにし
ても，この警世の書が岩波書店からその後再刊
されることなく 60 年近くが過ぎ去り，昨年の
大震災を迎えてしまった．そして，にわかに別
の 3つの出版社から新書と同趣旨の選集が文
庫版で刊行されたのである．もし，岩波新書
の「天災と国防」が戦後早期に再刊され，ひろ
く読まれていたならば，防災意識の教育・啓発
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にどれだけ貢献しただろうかと考えると大変残
念である．もう後追いの感はあるが，文庫版の
刊行によって寅彦の卓見が，多くの人々に読ま
れ，将来に活かされることになれば有意義であ
ろうと思われる．
　寅彦は，災害を注意深く観察し，自然現象に
よる要因と人間の考えや行動による要因の両面
から科学的に分析して，多くの示唆に富む言葉
を残している．
　「天災と国防」には，「文明が進むに従って人
間は次第に自然を征服しようとする野心を生じ
た．そうして重力に逆らい，風圧水力に抗する
ようないろいろの造営物を作った．そうして
あっぱれ自然の暴威を封じ込めたつもりになっ
ていると，どうかした拍子に檻を破った猛獣の
大群のように，自然が暴れだして高楼を倒壊せ
しめ堤防を崩壊させて人命を危うくし財産を滅
ぼす．」，「文明の進歩のために……国家あるい
は国民と称する物の有機的結合が進化し，その
内部機構の分化が著しく進展して来たために，
その有機系のある一部の損害が系全体に対して
甚だしく有害な影響を及ぼす可能性が多くな
り，時には一小部分の傷害が全系統の致命的と
なりうる恐れがあるようになったということで
ある．」と記している．これらの予見の的確さ
は，高い防潮堤を乗り越え，街並みを海に変え
る津波の猛威の生々しい映像を見，電源喪失と
いう一部の損害に基因する今回の原発災害の深
刻さを実感して，思い知らされたことである．
　「天災は忘れた頃にやって来る」という寅彦
の警句は，大災害があるたびに，引用される．
この警句は，寅彦が書いたものにはないが，た
とえば，「津波と人間」には，明治三陸津波か
ら昭和三陸津波に至る間に次第に災害の記憶が
薄れ，備えがおろそかになって災害に至る経過
が考察されている．今回も当時に似た事情で災
害が発生した事例が報告されている．しかし，
確かに災害の記憶，教訓を忘れず伝えることは
重要であるが，時には過去の経験や言い伝えに
とらわれて，命を失うこともすくなくないこと

は，今回の災害でも示された．自然要因も様々
である上，被災する側の状況も変わってゆくか
ら，一度の体験や言い伝えを忘れないだけで対
応できるほど，ことは単純ではない．
　南海地震の再来を予測し，その地震予知と防
災啓蒙に尽力した今村明恒の努力は，戦争の激
化と戦後の混乱の中で，東南海地震と南海地震
が発生してしまい，水泡に帰した．「稲むらの
火」の実話の舞台である和歌山県広村（現・広
川町）でも，今村の具体的な助言にもかかわら
ず，適切な対応がとられなかったため，南海地
震津波で 22 人の死者を出してしまった．それ
を慨嘆した今村は，村人たちにあてた手紙を書
き送った．それは，次のような言葉で結ばれて
いる．
　「天災は忘れたころに来ると言われている．
しかし，忘れないだけで天災は防げるものでな
く，避けられるものでもない．要は，これを防
備することにある．」
　私には，今村の言葉の方がより本質をついて
いるように思われる．今回の震災についていえ
ば，「天災を忘れていたため」というよりは，
「天災は忘れていなかったのに」という思いが
特に防災関係者に大きいのではなかろうか．
「これだけ備えているのだから，大災害にはな
らないだろう」という思い込みが打ち砕かれた
のである．
　1989 年の米国ロマ・プリエータ地震の際，
現地視察した日本の地震工学者が，高速道路の
被害をみて，「日本ではこのようなことにはな
らない」といった数年後に，阪神・淡路大震災
が発生し，高速道路が横倒しになったことが
あった．2004 年のスマトラ沖地震津波では 23
万人もの犠牲者が出たが，日本の防災関係者
は，津波警報システムもあり，防災施設も整備
され，津波浸水予測図も作られ，防災意識も高
い日本では，このような災害にはならないと，
無意識に思いこんでしまったように思われる．
　そのような危険性については，寅彦は「函館
の大火について」につぎのように書いている．
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　「東京でもどこでも今回の函館以上の大火を
生ずることは決して不可能ではないのである．
そういう場合，いかに常時の小火災に対して消
防施設が完成していても何の役に立つはずはな
い．それどころか 5分 10 分以内で消し止める
設備が完成すればするほど，万一の異常の条件
によって生じた大火に対する研究はかえって忘
れられる傾向がある．火事に限らず，これで安
心と思うときにすべての禍の種が生まれるので
ある．」
　本書には，畑村洋太郎による 38 頁にわたる
長文の「解説」が付されている．「案内者」と
いう寅彦の随筆には，旅行に際して，あらかじ
め詳しい案内書を読んだり，案内者に頼ったり
すると，それらにとらわれて，説明にはない絶
景を見過ごしてしまう恐れがあるという記述が
ある．読者はまず本文を通読して，自分で寅彦
の名文を味わってから解説を読んだ方がよいの
ではないかと思われる．
　寺田寅彦の随筆等のうち 287 編もが，イン
ターネットの青空文庫（http://www.aozora.gr.
jp）で自由に読める．この中には，岩波新書版
の 13 編全てが含まれており，昨年出版の文庫
版所載の多くも含まれている．地震予知研究の

ような難題に取り組もうとする若者には，新書
版にあって文庫版にない「科学者とあたま」と
いう随筆を一読することをすすめたい．ちなみ
に，これは，評者が中学生のころに読み感銘を
受けて，科学者を志すきっかけとなった文章で
ある．また，青空文庫で読める「自然現象の予
報」は，今から 90 年以上も前の 1916 年に書か
れたものであるが，地震予知の難しさと可能性
についての考察は，「地震雑感」の中の「地震
の予報」よりも現在にも通ずるものがあり，興
味深い．
　寺田寅彦のこのような示唆に富む随筆が，今
回の文庫版出版を契機に，政治家，行政官を含
む社会人にひろく読まれるようになれば，特
に，教育関係者に読んでもらって，寅彦のよう
にものごとを見，考えることの大切さを次の世
代に伝えてもらえれば，わが国の防災力を長期
的に高める効果が期待されよう．

（津村建四朗：元気象庁地震火山部長）

編集部：本記事は当初書評として寄稿されたも
のであるが，多くの読者に読んで頂きたい内容
を含むので，とくに「囲み記事」とした．
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帰宅困難と一極集中のこわさ

帰宅困難者
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災では，首都
圏でもかなりの地震動を感じ，筆者も都心の地
震報告会に出席していたが，緊急地震速報がな
り，少ししてから大きな揺れが来て，報告会は
中止となった．歩いて 10 分ほどの小田急線の
駅に行ったが電車は動いておらず，いつ動き出
すかもわからないと言われた．
　さて，郊外の自宅は直線距離でも 20 km以上
あるし，帰宅困難者になったかと思いながら，
いろいろ考えると，長男の家がほんの数 kmの
ところにあるのに気がついた．付近の道路には
普段でも車がいっぱいであるが，その時は気の
せいか，いつもより車が多いように思われた．
　付近の交番で道をたずねてから歩きだした．
最初はそうでもなかったが，同じ方向に歩く人
が多くなってきて，車はノロノロというより
我々の歩くより遅くなった．ただ，あと 1年足
らずで満 80 歳という身では若い人よりどうし
ても遅くなる．ヨボヨボ歩いているのが気の毒
になったのか若い女性に近所のコンビニで買っ
たおにぎりをこれを食べると元気になりますよ
と 1個恵んでもらった．食べ物を恵んでもらっ
たのははじめての経験だったが本当に感謝の気
持が湧いてきた．
　そう言えば，あたりが暗くなって気温も低く
なり，トイレが恋しくなり，コンビニに入って
トイレの行列に加わり 20 分ほど待たなければ
ならなかった．いざというときコンビニにこの
ような公衆トイレの機能があるとは知らなかっ
た．コンビニも食品などはとうに売り切れてし
まっていて，人の気配はトイレの行列だけとい
う感じであった．そんなこんなで，辺りが暗く
なってからは，歩く人も増えてたまには肩が触
れ合うほどになっていた．
　あとの調査によれば，首都圏で帰宅困難者は
352 万人にのぼったと言われている．

　100 万人というのは大変な数字である．いま，
道に 2列に並んで前の人との間隔を 1 mとし
て歩いたとしよう．列の長さは 50 万mすなわ
ち 500 km，東京～大阪間の距離である．首都
圏の道の長さは，全部合わせて何 kmあるのか
知らないが，352 万人という人の行列は，首都
圏のほとんどの道を占領してしまったのではな
かろうか．
　私のように適当なところに転がり込めたもの
はよいが，多くの人が適当な場所を提供しても
らって毛布や水も配って戴いたと聞く．ただこ
れは心配なことでもある．
直下地震と一極集中
　その提供していただいた場所も，水も，まも
なく来るであろう首都圏直下地震の避難者のた
めのものなのである．首都圏直下地震の場合，
今回とほぼ同数の帰宅困難者が発生すると同時
に，それに加えて強い地震動で被害を受けた避
難者も最悪の場合 700 万人と予想されている
（内閣府 2005）．ただしこの数値は，東日本大
震災以前に予想されたもので，その時の震度は
6強とされている．東日本大震災以降は震度は
7と見直されそうなので，この人数はより多く
なるかもしれない．それらの人のための避難所
は全部合わせて 460 万人分しかない．水や食料
などの備えもそれしかないのである．
　被害を受けた避難者も，250 万人分は面倒を
見きれないので疎開をお願いすることになって
いる．これらの人も地震が起きてすぐ，交通手
段もないのに疎開というわけにもいかないであ
ろう．また，700 万人のうち誰が疎開するかを
選別するのも大変で，多分，避難所に入りきれ
なかった人たちが，疎開することになるのだろ
うが，この経過も心配である．帰宅困難者 350
万人にこれら疎開する避難者 250 万人，合わせ
て 600 万人が首都圏をさまようことになるかも
しれない．
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　直下地震の場合には，東日本大震災の場合と
は異なり，火災が心配である．山手線外側ドー
ナツ状に火災が発生すると予想されている．帰
宅困難者はどうしても，郊外の自宅に帰るため
にはその危険な火災地域を通らなければならな
いので，なるべく当日は帰宅を諦めるべきであ
る．被害からの避難者も避難所までの道路が火
災で通れなくなる恐れもある．また，こういう
事態にはならないとは思うけれど（東日本大震
災では，まさかこういうことは起こらないだろ
うと思っていて，想定外のことが起こってし
まった．）東京のゼロメートル地帯を流れてい
る河川の堤防 1箇所でも液状化を起こし沈下す
ると，川の水が溢れてゼロメートル地帯に浸水
するのではないか．同時に津波が来た場合に
は，その可能性は高まる．その水が地下鉄に浸
水すると，東京の地下鉄はほぼ全部つながって
いるので，大変なことになるのではないか．こ
れは単に杞憂に過ぎないのなら，結構なのであ
るが，チェックをしておくだけでも，しておく
必要があろう．（阪神大震災の時，淀川河口付
近の堤防が液状化により 3 mも沈下し，あと数
10 cmを残すだけだったのが，頭の片隅から離
れない．また，2006 年のスマトラ島大津波の時，
スーパーマーケットの地下売り場で 100 人以上
が犠牲になったのも頭から離れない．福島第一
も非常用電源を地下室に設置していたため，あ
れだけの災害になったことを考えると，地下は
水に弱いと言える．）
　以上のように数百万人単位の人々の安全を確
保するのは大変なことなのであるが，これの原
因は，首都圏一極集中の結果なのである．
東日本大震災以後は
　とここまで原稿を書いた時点で，文部科学省
のプロジェクトチームの研究による，東日本大
震災をふまえた新しい首都圏の直下地震による
震度分布図が示された．これによると，やはり
首都圏の一部では震度 7となり，震度 6弱以
上の地域の住民は 2500 万人にも上るという．

6弱以上の震度を経験した人々は，その日に自
宅で被害が無くても余震が続くなか自宅にとど
まるわけにはいかず，避難したくなるのではな
かろうか．ということは，避難民の数は，以前
の推定の 700 万人の 3倍以上にもなり，現在の
460 万人分の避難場所では全く不足してしまう．
　隣接県からの救援も，道路，鉄道の被災がひ
どく，陸上だけではなく，ヘリをつかっての食
料，水の投下とか，船を使うことも考えなけれ
ばならず，かなり計画の変更が必要となろう．
　また，このあと東京都は都の防災会議が今回
見直した被害想定を公表した．それによると，
前回の想定以降建物の耐震性が向上したためも
あって，発生する避難民は 339 万人と推定され
ている．ただ，この値は，隣接県などの値を含
んでおらず前回の値とは直接の比較はできない
が，避難民の数は減少した感じはする．また，
帰宅困難者は，517 万人で，そのうちかなりの
人は勤務先とか学校で面倒をみて，路上をさま
よう人は約 163 万人としている．これらの人々
への支援はどうするかも決まっておらず，今後
対策を考えなければならない．以上，今回の直
下地震に関する被害推定でも，それを行う機関
によって多少の違いはあるものの，いずれの場
合でも一極集中の結果による数百万人という
人々への対応の困難さである．
　ただ，これらの被害想定は二度と想定外の被
害とならないように，最悪の条件を重ねて推定
したものであって，推定を行う条件によって結
果が大きく異なることもある．たとえば，帰宅
困難者の数も地震が真夜中に起こればほぼゼロ
となる．現在のところは地震後の被災者救援も
どのように行われるかも不明なのであるが，今
後の研究にまたなければならない．
　これだけ人数が多くなると，公助から自助に
比重を移さなければならないかもしれない．何
れにせよ，一極集中のこわさを一層感じざるを
得ない．

（伯野元彦：東京大学名誉教授）
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大木聖子，纐纈一起 著
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か
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み）
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宍倉正展 著
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宮帯出版社，2011 年 9 月，B6 判，205 頁，1,260 円（税
込み）

尾池和夫 著
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岩波書店，2011 年 10 月，B6判，102 頁，1,260 円（税込
み）

木股文昭 著
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中日新聞社，2011 年 10 月，A5判，257 頁，1,500 円（税
込み）

寒川　旭 著
日本人はどんな大地震を経験してきたのか―地
震考古学入門
平凡社，2011 年 11 月，新書判，259 頁，840 円（税込み）

神沼克伊 著
次の超巨大地震はどこか？
ソフトバンククリエイティブ，2011 年 11 月，新書判，
222 頁，999 円（税込み）

平田　直ほか 著
巨大地震・巨大津波　東日本大震災の検証

朝倉書店，2011 年 11 月，A5判，200 頁，2,730 円（税込
み）

塚原弘昭 編著
長野県の地震入門
しなのき書房，2011 年 12 月，B5 判，155 頁，1,575 円（税
込み）

伊藤和明 著
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岩波書店，2011 年 12 月，新書判，200 頁，861 円（税込
み）
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日本経済評論社，2011 年 12 月，A5判，366 頁，5,040 円
（税込み）

大木聖子 著
地球の声に耳をすませて―地震の正体を知り，
命を守る
くもん出版，2011 年 12 月，A5判，143 頁，1,470 年（税
込み）

岡田義光 著
日本の地震地図（東日本大震災後版）
東京書籍，2012 年 1 月，A5判，223 頁，1,785 円（税込
み）

林　博通，釜井俊孝 著
地震で沈んだ湖底の村―琵琶湖湖底遺跡を科学
する
サンライズ出版，2012 年 2 月，A5判，137 頁，2,940 円
（税込み）
　
笠原　稔，鏡味洋史ほか 編著
北海道の地震と津波
北海道新聞社，2012 年 2 月，A5判，245 頁，1,995 円（税
込み）

早川正士 監修
地震予知研究の最前線　地震予知学・耐震工学・
地震学の融和をめざして
日本専門図書出版，2012 年 2月，A4判，794 頁，30,000
円（税込み）

横山裕道 著
3.11学―地震と原発そして温暖化

古今書院，2012 年 3月，A5判，224 頁，2,100 円（税込み）
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ADEP情報

新制度の公益法人への移行について
　当法人は，平成 24 年 4 月 1 日に新制度の公益法人に移行しました．ま
た，移行に伴い名称を「公益財団法人地震予知総合研究振興会」に変更
しました．

組織名称の変更について
　平成 24 年 4 月に「研究業務支持機構」を「つくば観測技術センター」
に名称変更しました．

事務所の移転について
　平成 24 年 5 月から「地震調査研究センター」事務所が従来の千代田ビ
ル 5階から同ビルの 8階（本部事務所の向い側）に移転しました．

公益財団法人　地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について

採用
　　笠原　敬司　　本部　地震防災調査研究部　副首席主任研究員 24. 4. 1
　　増井　由春　　本部　地震防災調査研究部　参事（非常勤） 24. 4. 1
　　田力　正好　　地震調査研究センター　解析部　主任研究員 24. 4. 1
　　草壁　和秀　　地震調査研究センター　事業推進管理部長　（兼）本部　事務局 24. 4. 1
　　木股　文昭　　東濃地震科学研究所　副首席主任研究員（非常勤） 24. 4. 1
　　本多　　亮　　東濃地震科学研究所　副主任研究員 24. 4. 1

退職
　　阿部　信太郎　本部　地震防災調査研究部　主任研究員 24. 3. 31
　　阿部　正男　　地震調査研究センター　事業推進管理部長 24. 3. 31
　　鈴木　貞臣　　東濃地震科学研究所　副首席主任研究員・副所長（非常勤） 24. 3. 31
　　太田　　裕　　東濃地震科学研究所　副首席主任研究員（非常勤） 24. 3. 31
　　中島　唯貴　　東濃地震科学研究所　研究員 24. 3. 31
　　鹿熊　英昭　　研究業務支持機構　副首席主任研究員（非常勤） 24. 3. 31
　　池田　　保　　本部　事務局　参事 24. 4. 30

　東北日本太平
洋沿岸を襲った

巨大地震・津波に「想定外」という
用語がしばしば使われてきた．それ
は学者・研究者の自己批判であり，
大自然の営みの前に己の知識の不足
を嘆く謙虚な表現でもある．しかし
一般住民の側からすれば，責任放棄
と受け取られ，学者・研究者に対す
る不信感をかき立てる結果を生む．
　もちろん地震関連科学者に対する
不信感だけではない．地球温暖化が
国際的な問題となっている最中に，
今度は太陽活動の異変から寒冷化が
地球を襲うという．原発の安全対策
や食品の安全性などとともに，一般
住民は結局のところ何を信じ，どう
いう行動をとっていいのかわからな

い．
　多くの生命を災害から救った「津
波てんでんこ」の考えは，「自分の
命は自分で守れ」，言い換えると「他
人のことは考えるな」ともとれる．
極限の状況では本能的にこの教訓が
活かされることは致し方ないが，平
常時になると利己主義的な発想とし
ての反省も現れる．
　「想定外」も「てんでんこ」も不
信という点で共通している．大災害
を予測できなかった自己批判を忘れ
るべきではないが，これを弾みとし
て観測・研究を一段と進め，大自然
の営みに関する更なる知見を得るの
は急務とも云える．「想定外」の用
語を早く我々の世界から消したいも
のである． （Y.H.）
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